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近代広島における太田川治水の要である放水路事業は 1932 年に着手し，太田川市内 7 川の内，山
手川と福島川を統合する形で放水路が整備され 1967 に完成した．吉島，江波および観音の 3 地区の
埋立土地造成は，放水路計画と一体の事業であり，河川土砂の浚渫により 1947 年に埋立が竣工して




















水域管理者の国土交通省と広島県および都市景観形成を誘導する広島市によって 1990 年 3 月に策定
された． 
さらに，〝水の都整備構想〟を策定した 3 者は，基本方針の 3 本柱を①つかう（市民による水辺の
活用），②つくる（水辺空間の整備とまちづくりとの一体化），③つなぐ（水辺のネットワークと水
の都の仕組みづくり）とした発展的改訂版の〝水の都ひろしま〟構想を 2003 年 1 月に策定した（図
­1.1 .1 参照）5)．このように都市づくりの一環として，太田川市内派川の水辺の整備による親水性
の向上が望まれており，干潟に近づきたくなるような水辺空間が求められている． 
また，広島湾流域の広島県 7 市 6 町および山口県 4 市 2 町の人口が，1920 年の約 80 万人から 2005
年の約 180 万人に 85 年間で倍増 6)する一方で，広島湾北部海域では，1950 年時点で 2.92km2 の干潟
- 2 - 
 
が 1990 年には 38%の 1.12km2 に縮小し 6)，同様に藻場は，1973 年時点の 7.01km2 から 1990 年時点に




このような状況の中で国土交通省は，2004 年 6 月に〝国土交通省環境行動計画〟を策定し，閉鎖




機関の連携と協力ならびに地域住民や地域社会の参加と協力が不可欠であることから，2006 年 3 月
に国土交通省他関係省庁地方部局および広島県や広島市などの関係地方公共団体が〝広島湾再生推
進会議〟を設置し，総合的な施策展開により広島湾の保全と再生を図る〝広島湾再生行動計画〟を









を賄い，発電電力量の 1/4 を占める基幹エネルギーであるが，石炭には 5～30%程度の灰分を含み，
石炭火力発電所などで燃焼した後に石炭灰が発生する． 
石炭灰は，電気事業の石炭火力発電所の他に一般産業（化学，パルプ産業など）からも発生して
おり，2009 年度の日本の石炭灰の発生量は 10,952 千 ton である．そのうち，公有水面埋立用材を含





















































































































に実証する環境技術実証事業を行っている 18)．表­1. 3. 2 は，閉鎖性海域における水環境改善技術分
野の実証試験が完了した技術の一覧である．近年の水環境改善技術は，藻場・浅場の造成，生物生






表­1. 3. 1 水質・底質の浄化・改善に資する技術および生物生息環境の整備技術 17) 































表­1. 3. 2 閉鎖性海域における水環境改善技術分野の実証試験が完了した技術 18) 
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年の発生量は 3,564 千 ton である．ペーパースラッジの焼却後に残る灰（PS 灰）は，酸化カルシウ
ム（CaO），二酸化ケイ素（SiO2），酸化アルミニウム（Al2O3）を主要な成分とし，構成比は各々約
30%である． 
PS 灰の粒径は，砂分（75μm～2mm）が 70%強で，細粒分（75μm 以下）が 30%弱であり，粒子

















石炭灰造粒物の覆砂材としての利用は，2002 年 2 月に山口県田布施町馬島東部地先海域において
漁場環境改善を目的とした試験区が施工され 13)，長期的な底質改善効果のモニタリングが開始され
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1.4 研究の位置付け 
1967 年 8 月，産業構造の重化学工業化や都市の膨張などに伴う公害の広域化，複雑化に対処する
ために，公害対策基本法が制定された．また，1969 年 6 月には総理府総務長官が，公害対策基本法
に基づく国会報告を第 1 回公害白書として刊行した．公害白書は，1972 年 6 月の第 4 回から環境白
書に改められ，自然保護の問題に多くの紙面を割くようになった． 
1973 年 10 月に勃発した第 4 次中東戦争から始まった第 1 次石油危機は，日本に省エネルギー政策
を浸透させ，イラン革命（1979 年 2 月）によるイランでの石油生産の中断により始まった第 2 次石
油危機は，火力発電燃料の石油から石炭および LNG への転換，非化石エネルギー（原子力，風力，







昭和年代最後の 1988 年 5 月に刊行された第 20 回環境白書では，地球環境の保全に向けての日本















本研究は，図­1. 5. 1 に示すように 7 章で構成される． 
第 1 章では，研究の背景と目的を示すとともに，河口および沿岸域における環境改善技術の動向
と産業系リサイクル材を活用した至近年での既往の研究を整理し，研究の位置付けを明らかにする． 
第 2 章では，第 1 節で産業系リサイクル材のうち水域環境改善への活用が試みられている鉄鋼ス
ラグおよびカキ殻を取り上げて，統計資料などにより生産量や生成過程を含む特徴と水域環境改善
分野での活用状況を概説するとともに，既往の研究のレビューなどにより，期待される水域環境改
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の改善機構を概説する．第 1 節で石炭灰造粒物の特性を論じた上で，第 2 節では石炭灰造粒物の有
機泥の浄化について，リン酸や硫化水素の吸着，還元物質の溶出抑制，粒子間間隟による新生堆積
物などのトラップ効果や通水効果，間隟内の酸性化防止，生物による有機物の分解などの機能を概

























第 7 章は本研究を要約する章であり，第 1 節から第 6 節において，第 1 章の序論から第 6 章まで
の内容を要約整理するとともに，各章の主要な結論を論ずる．第 7 節において本研究で得られた研
究の結果を総括し，第 8 節では今後の研究課題と展望を整理する．なお，第 7 章は本研究論文の独
立した要約として小冊子にすることが可能な内容で取りまとめる． 








































図­1. 5. 1 論文の構成 
第１章 序論 
1.1 研究の背景   1.2 研究の目的 
1.3 既往の研究   1.4 研究の位置付け 
































7.7 本研究の成果   7.8 今後の課題
第６章 底質環境改善の経済評価 









注１）第 5 章は本研究に係る公表論文を主体に論じる． 
注２）第 2,3,4,6 章は既往研究のレビュー，統計資料や研究過程での知見により概説する． 
































図­1. 6. 2 には，改善すべき環境条件とその対策および適用技術の関係を示した．索引枠（右枠）









































































































第 4 章 4.5.1, 第 5 章 5.1 
浸透柱（柱状透水層） 
有機泥層への浸透柱の設置
第 4 章 4.5.2, 第 5 章 5.2 
浸透溝（溝状透水層） 
有機泥層への浸透溝の設置
































多自然型川づくり（1990 年 11 月，建設省通達（当時））：河川事業において，河川が本来有している
生物の良好な成育環境に配慮し，あわせて美しい自然環境を保全あるいは創出する事業． 




ODU（還元物質）：Oxygen Demand Unit，H2S や Mn2+，Fe2+などの還元物質濃度を酸素消費量に換算
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る（図­2. 1.1 ，図­2. 1. 2 参照）1)． 
高炉スラグは，鉄鉱石に含まれる二酸化ケイ素（SiO2）などの鉄以外の成分やコークス（還元材）
の灰成分が副原料の石灰石（CaCO3：炭酸カルシウム）と結合したものである．高炉スラグは銑鉄






酸化カルシウム）などの副原料を加えて酸素を吹き込み，鋼を精錬する際に粗鋼 1ton あたり約 110kg
生成される酸化物である．電気炉系製鋼スラグは，鉄スクラップを溶解精錬する際に粗鋼 1ton あた
り，酸化スラグが約 70kg，還元スラグが約 40kg 生成される 2)． 
 















出典）環境資材 鉄鋼スラグ（鉄鐵スラグ協会）1) 掲載図に加筆して作成 
















出典）環境資材 鉄鋼スラグ（鉄鐵スラグ協会）2) 掲載図を転載 
















































表­2. 1. 1 産業系リサイクル材の化学組成 3), 4), 5), 6), 7) 
（単位：%） 
成分 
























SiO2 33.8 11.0 12.1 18.8 40.1~74.4 51.6~64.0  2.9 21.8 56.42 67.29 
Al2O3 13.4  1.9  6.8 16.5 15.7~35.2 17.3~26.9  0.8  4.5 15.41 15.48 
T-FeO 
(Fe2O3)  0.4 17.4 29.5  0.3 (1.4~17.5) (4.2~10.9)  (0.9)  (2.9)  6.21  3.69 
CaO 41.7 45.8 22.8 55.1  0.3~10.1 2.3~8.8 92.7 63.9  6.29  3.69 
MgO  7.4  6.5  4.8  7.3 0.2~7.4 1.0~2.6 -  1.8  7.60  1.79 
S 
(SO3)  0.8  0.1  0.2  0.4  (0~1.4)  (0~0.7)  (0.8)  (2.3) - - 
Na2O - - - - 0.1~2.8 0.8~3.4 -  0.2  3.11  3.96 
K2O - - - - 0.2~2.7 0.8~2.4  1.5  0.4  1.81  2.64 
TiO2 - - - - - 0.7~1.5 - -  0.66  0.48 
MnO  0.3  5.3  7.9  1.0 -  0~0.1 - -  0.11  0.07 
P2O5 <0.1  1.7  0.3  0.1 - 0.1~1.5 - -  0.15  0.12 
SrO - - - - - -  0.2 - - - 
(3) 鉄鋼スラグの物理的特性 






















表­2. 1. 2 産業系リサイクル材の物理性状 6), 8), 9), 10), 11), 12) 
項目 
鉄鋼スラグ 8), 9) 


























量で変動 2.2~2.6 3.2~3.6 2.02~2.45 2.06~2.56 3.16 2.6~2.7 
強熱減量 










~23（密な状態） - - - - 













































高炉水砕スラグ（軟質）13)      高炉徐冷スラグ（道路用）13)    製鋼スラグ（SCP 砂代替用）14) 
出典 1）高炉スラグ：JFE ミネラル株式会社製品紹介ホームページ 13) 掲載写真を転載 
出典 2）製鋼スラグ：大分県リサイクル認定製品（SCP 用製鋼スラグ，新日本製鐵㈱製）14) 掲載写真を転載 
写真­2. 1. 1 鉄鋼スラグの主な用途の外観写真 
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(4) 鉄鋼スラグの需給概要 
2011 年度の日本の高炉銑鉄・粗鋼および鉄鋼スラグの生産量を表­2.1 .3 および図­2. 1. 3（鉄鋼ス
ラグの生産量のみ）に示す．鉄鋼スラグの年間生産量は，1990 年以降 33～40 百万 ton15)で年変動は
あるが概ね横ばいの状況にある．2011 年度の鉄鋼スラグの年間生産量は 38.4 百万 ton で高炉スラグ
が 24.2 百万 ton（63%）である．高炉スラグに占める水砕スラグの構成比は 81%で，1990 年の 59%
から 2005 年には 80%まで上昇し 15)，以降は概ね横ばいの状況にある．製鋼スラグに占める転炉系ス
ラグの構成比は 80%で，2004 年の 73%から 2009 年に 80%まで上昇している．近年では諸外国のセ
メント用原料の需要増加に対応して水砕スラグの輸出が拡大している 16)． 
 
表­2. 1. 3 高炉銑鉄・粗鋼および鉄鋼スラグの生産量（2011 年度）15) 
生産量        （ 千 ton） 構成比 
高炉銑鉄 80,300
粗鋼 
転炉鋼 81,217 76% 
電気炉鋼 25,245 24% 
計 106,462 100% 
鉄鋼スラグ 
高炉スラグ 
水砕スラグ 19,505 51% 
徐冷スラグ 4,655 12% 
計 24,160 63% 
製鋼スラグ 
転炉系スラグ 11,347 30% 
電気炉系スラグ 2,863 7% 
計 14,210 37% 











図­2. 1. 3 鉄鋼スラグの生産量（2011 年度）15) 
 
(5) 鉄鋼スラグの特性と用途 
















































































利用量 構成比 利用量 構成比 利用量 構成比 利用量 構成比 利用量 構成比
再使用         2,466 20% 36 1% 2,502 6% 石灰分等を鉄鋼製造工程で再使用 
道路用材 137 1% 3,237 63% 3,751 30% 985 35% 8,110 20% 路盤材，アスコン材 他 
地盤 
改良材 232 1% 148 3% 497 4% 99 4% 976 2%   
土木用材 1,428 7% 117 2% 4,221 34% 1,012 36% 6,778 16% 土木・港湾工事用材 
セメント 




ート骨材 1,657 8% 275 5%         1,932 5% 細骨材，粗骨材 
他利用 137 1% 174 3% 946 8% 169 6% 1,426 3% 肥料，土壌改良材，建築用材
加工用 
原料         11 0% 233 8% 244 1%   
埋立等         85 1% 246 9% 331 1% 資源化目的外の用途 
自社使用 329 2% 932 18%         1,261 3%   
  計  20,620 100% 5,178 100% 12,586 100% 2,806 100% 41,190 100%   
 

































































- 26 - 
 
表­2. 1. 6 鉄鋼スラグの想定される環境への影響 9), 19) 






CaS + H2O → Ca(SH)(OH) 
Ca(SH)(OH) + H2O → Ca(OH)2 + H2S 
2 CaS + 2 H2O → Ca(SH)2 + Ca(OH)2 








    CaO＋H2O → Ca(OH)2 
・Ca(OH)2 が水酸化イオン（OH-）に分解して pH が上昇 19)． 
・濃度指数はスラグ種類および養生条件により変動 19)． 
全ての鉄鋼スラグ 
特 に 転 炉 系 製 鋼 ス
ラ グ と 電 気 炉 系 製










製 鋼 ス ラ グ の 一 部
に 基 準 値 を 超 過 す
るものがある 
 












イオン交換水 10.39 11.59 12.60 11.60 11.70 
海水  8.26  9.83 - - - 
純水 - - 12.8～13.2 10.1～12.5  9.5～12.7 











高炉水砕スラグによる覆砂の実海域試験では，水底の pH を 8.5 程度の弱アルカリ状態に保ち硫酸
還元菌の活動を抑制することによる硫化水素の発生抑制効果，含有するケイ酸塩供給による海藻な
らびに珪藻の増殖効果および底生生物の着生する生息環境の改善効果が確認されている 21), 22), 23)． 
一方，高炉水砕スラグによる覆砂の底質改善効果は一定の効果が確認されたものの，覆砂施工後
約 1 年で浮泥堆積（新生堆積物）および覆砂材の潜在水硬性の発現などにより改善効果が低下し，
間隟水の pH および硫化物ともに周辺区域と同程度の濃度になっている 24)． 
高炉水砕スラグを干潟や浅場の造成材として有効利用する際の障害である固結現象を浚渫土砂と
混合することにより抑制する工法は，高炉水砕スラグ 50%に浚渫土砂を 50%混合することで，固結
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しないアサリ着床効果のある改質浚渫土砂を得ることができる．しかし，混合施工費用は浚渫土砂





















表­2. 1. 8 鉄鋼スラグの特性，期待水域環境改善効果および環境影響の可能性 35) 






よびリンの溶出抑制 ・高 pH 環境での海水の白濁 
・高 pH 環境の生物生息への影響 

















よびリンの溶出抑制 ・高 pH 環境での海水の白濁 




























図­2. 1. 5 には，東北地方太平洋沖地震（2011 年）前の 2010 年までのカキ類とほたて貝の収穫量
の推移を整理した．日本の養殖カキの過去 10 年間の平均生産量（殻付き）は約 200 千 ton36)であり，
このうち約 80%がカキ殻として排出 37)されるのでカキ殻の推定生産量は約 160 千 ton／年である 37)．
2010 年の殻付きカキ類都道府県別の生産量は広島県が 54%，宮城県が 21%，岡山県が 9%を占める
36)（図­2. 1. 6 参照）． 
一方，海面漁業と養殖業を合わせたほたて貝の過去 10 年間の平均生産量は約 500 千 ton36)であり，
このうち約 50%がほたて貝殻として排出 37)されるのでほたて貝殻の推定生産量は約 250 千 ton／年で
ある 37)．2010 年のほたて貝都道府県別の生産量は北海道が 80%，青森県が 17%，2 道県で 96%を占









































































































まり，カキやほたては方解石（カルサイト：calcite）である 38), 39)． 
カキ殻の殻皮は殻の外側を覆う厚さ 1μm のキチン質 39)（直鎖型の含窒素多糖高分子：chitin）の
薄膜で，主に結晶形成の際の支持と環境水中への溶解防止の役割がある．カキ殻の表面は厚さ 0.2～
1μm の薄片状の方解石片からできており，空洞の多いカードハウス構造（立体的な会合構造）とな
っているので，毛管現象による吸水性が高く 38)，化学反応性が高い 39)と考えられる． 
カキ殻の物性値を表­2. 1.9 に示す．カキ殻の密度は 2.41～2.43g/cm3 であるが 40), 41)，その他の物
性値は破砕後の表面積（平均粒径）により異なる． 




表­2. 1. 9 カキ殻の物性値 38), 39) 
項目 破砕前 39) 破砕後平均粒径 (mm) 38) 
粒径等 扁平状 5.0 1.2 0.2 
含水比 (%) - 1.2 4.0 7.5 
湿潤単位体積重量 (kN/m3) 2.0 6.6 6.9 7.3 
吸水量 (%) - 9.7 19.5 25.7 
 
表­2. 1. 10 カキ殻の化学組成 5), 38) 
成分名 
構成率（mass %） 
全体 38) 除，灼熱減量分 5) 
Ignition Loss 脱炭酸，有機物 42.7 - 
  SiO2 二酸化ケイ素   2.95  2.9 
  Al2O3 酸化アルミニウム   1.27  0.8 
  Fe2O3 三二酸化鉄   0.36  0.9 
  CaO 酸化カルシウム 50.5 92.7 
  MgO 酸化マグネシウム   0.49 - 
  R2O アルカリ金属酸化物   0.76 - 
  P2O5 五酸化リン   0.09 - 
  SO3 無水硫酸，三酸化硫黄   0.43  0.8 
  K2O 酸化カリウム -  1.5 
  SrO 酸化ストロンチウム -  0.2 













表­2. 1. 11 カキ殻付着物除去処理技術 42) 







































































表­2. 1. 12 カキ殻の特徴と用途（除，医療・家庭用品等用途）44) ~ 54) 
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リン吸着除去材 粉 砕 カ キ 殻 に 廃 シ
リ カ や 粘 土 鉱 物 等
を 混 合 し 加 水 混 練
後成形・焼成，さら




処理水の高 pH 化 
リンは水酸アパタイト




覆砂材 49) 有 機 海 底 泥 の 覆 砂
（0.5m 厚） 
全 形 カ キ 殻 を ガ ッ
ト船により 0.5m 厚
で敷設 
































粉 砕 カ キ 殻 と 砂 ま
















土壌改良材 酸性土壌の中和 除 塩 ⇒ 高 温 焼 成 ⇒
粉砕 
 





植栽基盤材 53) 屋上緑化基盤 水 洗 ⇒ 天 日 乾 燥 ⇒






















質や水質改善部材の構造検討が進められている 44), 45)． 
カキ殻を用いたリン吸着除去材は，水酸アパタイト（Ca10(PO4)6(OH)2）結晶を析出してリンを除
去・固定化する 48)．リンの吸着能は焼成温度を 800℃程度にすることで持続性が増すが，形状崩壊



















たすことで流出の抑制効果が期待されている 51), 52)． 
なお，カキ殻の環境への影響は，付着物による一時的な有機物質の環境負荷と高温熱処理により





図­2. 2. 1 には，世界のエネルギー消費量（一次エネルギー）の動向をエネルギー源別に示してい
る．発電用などの一次エネルギー源は脱石油転換が進んでいるが，石油は輸送用燃料消費の伸びに
より 1971 年から 2009 年にかけて年平均 1.3%で増加し，エネルギー消費全体で最も大きなシェア





（年平均 8.8%）と新エネルギー（同 8.7%）であるが，2009 年時点のシェアは各々5.8%および 0.8%
でエネルギー消費全体に占める比率は大きくない 55)． 



















図­2. 2. 1 世界のエネルギー消費量（一次エネルギー，エネルギー源別）の推移 55) 
 
(2) 日本のエネルギー需給の現状と見通し 
表­2. 2. 1 には，日本のエネルギー供給の現状と見通しを示した．なお，2020 年度および 2030 年
度の見通しは，2011 年 3 月 11 日発生の東北地方太平洋沖地震前に策定されており，今後とも継続し
て効率改善の努力を行い，耐用年数を迎える機器を効率機器に順次入れ替えていく効果を反映した














図­2. 2. 3 は東北地方太平洋沖地震前と震災後の電源構成（発電比率）の変化を示したものである．
石炭火力発電の構成比に変化はなく，原子力発電の減少分（30 ポイントの減少）を LNG 火力発電
14 ポイント増，石油火力発電 15 ポイント増により補っている 59)．なお，LNG 火力の発電単価は石
炭火力の 2 倍強，石油火力は 4 倍と高額であり 59)，電力会社の経営を圧迫している． 
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広く分布しているので調達が容易で価格も安定している．また，石炭は主要なエネルギー資源の中
で最も埋蔵量が豊富で，2008 年時点での可採年数は石油（42 年），天然ガス（60 年）の約 2 倍の 122
年と推計 60)されている． 
日本の一次エネルギーの約 20%を賄っている石炭は，図­2. 2. 4 に示すように発電電力量の時間変
動が少ないベース供給電源の一翼を担っている．石炭は，表­2. 2. 2 および図­2. 2.5 の日本のエネル
ギー別発電電力量の現状と見通しに示すように，日本の発電電力量の 1/4 を占める基幹エネルギー
である．一方で，日本は石炭使用量の 99.4%（2011 年度）を海外からの輸入に依存する世界最大の
石炭輸入国であり 61)，世界の石炭輸入量 10.5 億 ton（2010 年見込）の約 17%に相当する 1.8 億 ton
（2011 年度）の石炭を輸入に依存している 62)．また，図­2.2. 6 に示すようにオーストラリアとイン
ドネシアの 2 カ国に石炭輸入の 80%超を依存しており，供給源の多様化も課題となっている． 




表­2. 2. 1 日本の一次エネルギー供給の現状と見通し 57), 63) 
（原油換算百万 kL） 
項目 
2005 年度 2010 年度 63) 2011 年度 63) 2020 年度 2030 年度 
（現状） （震災直前） （3.11 震災直後） （努力継続ｹｰｽ） （努力継続ｹｰｽ）
一次エネルギー供給 587  100% 569 100% 545 100% 601 100% 601  100%
エネルギー別区分 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
 石油 255  43% 
228 40% 234 43%
232 39% 220  37%
 LPG 18  3% 18 3% 19  3%
 石炭 123  21% 129 23% 120 22% 121 20% 123  20%
 天然ガス（LNG） 88  15% 109 19% 127 23% 87 14% 94  16%
 原子力 69  12% 64 11% 23 4% 99 17% 99  17%
 水力 17  3% 18 3% 19 3% 19 3% 19  3%
 地熱 1  0% 1 0% 1 0% 1 0% 1  0%
















































注 1) 電力大手 10 社，J パワー，日本原子力発電の合計値（経済産業省資料） 
注 2) 推計値のために 2012 年 12 月の合計値は 100％にならない 














図­2. 2. 4 1 日の需要変化に対応した電源構成 64) 
 
表­2. 2. 2 日本の発電電力量の現状と見通し 57), 65) 
（億 kWh） 
項目 2000 年度 2005 年度 2011 年度
65) 2020 年度 2030 年度 
（実績） （現状） （震災直後） （努力継続） （努力継続） 
水力 904 10% 813 8% 863 9% 866 8% 924 8%
  一般水力 779 8% 714 7% - - 781 7% 781 7%
  揚水 125 1% 99 1% - - 85 1% 143 1%
火力  5,215 56% 5,941 60% 7,536 79% 5,575 50% 5,925 51%
  石炭 1,732 18% 2,529 26% 2,392 25% 2,395 22% 2,543 22%
  LNG 2,479 26% 2,339 24% 3,772 39% 2,497 23% 2,824 24%
  石油等 1,004 11% 1,072 11% 1,372 14% 683 6% 558 5%
原子力 3,219 34% 3,048 31% 1,018 11% 4,374 40% 4,374 38%
地熱 33 0% 32 0%
133 1%
33 0% 33 0%
新エネルギー 23 0% 56 1% 217 2% 312 3%




























































































図­2. 2. 5 エネルギー別の発電電力量 
（2020 年度見通し）57) 
図­2. 2. 6 日本の石炭輸入先 
（2011 年度）61) 











削減できる環境上の利点も大きい 68)．日本の電力会社の導入状況は，1998 年 3 月運開の北海道電力
苫東厚真 3 号機（出力：85MW）が最初の商用プラントである．その後，2000 年 11 月に中国電力大
崎 1 号機（出力：250MW），2001 年 7 月に九州電力苅田新 1 号機（出力：365MW）が運転を開始し
ている 69)． 
なお，2003 年 9 月時点での日本の石炭火力発電設備の運開中および運開予定の総出力は 39,494MW












（微粉炭燃焼方式）                （加圧流動床燃焼方式） 
出典）石炭灰有効利用技術について－循環型社会を目指して－報告書（公益社団法人土木学会 エネ
ルギー土木委員会 新技術・エネルギー小委員会 石炭灰有効利用分科会）66) 掲載図を転載 
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(1) 微粉炭燃焼方式 













る．また，サイクロンや集塵装置で回収されるものが FBC 灰（加圧式の場合は PFBC 灰と称する）


















（微粉炭燃焼方式）                （加圧流動床燃焼方式） 
出典）㈱エネルギア・エコ・マテリアのホームページ
（http://www.energia-eco-materia.co.jp）70) 掲載図を転載 
図­2. 2. 8 石炭火力発電所における石炭灰の発生位置と種類 70) 
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2.2.4 石炭灰の性質の概要 
















素成分はフライアッシュの JIS 規格である 45.0%（JIS A6201-2008）を充足しないことから有効利用
法の開発が求められている． 





2008 年度の日本の石炭年間総使用量 180 百万 ton のうち，一般炭が 60%の 108 百万 ton で，40%
を原料炭（含，高炉燃料（PCI）など）が占める 74)．一般炭使用量のうち，71%が電気事業用ボイラ
ー用途であり，23%が一般産業用ボイラー用途で合計した 94%がボイラー燃料用で，6%がセメント
キルン用燃料などに利用されている 74), 75)． 
表­2. 2. 4 および図­2. 2.9 ，図­2. 2. 10 にボイラー燃料用一般炭使用量と石炭灰の発生およびリサ
イクル量・率の推移を示す．2009 年度のボイラー燃料用一般炭の使用量は 95.6 百万 ton で 2004 年
度以降概ね横ばいの状況にある．石炭灰発生量は全体で 11.0 百万 ton であり，同様に 2004 年度以降
概ね横ばいの状況にある．2009 年度の石炭使用量に対する石炭灰発生割合は，平均 11.5%で，電気
事業が 11.2%，一般産業が 12.6%となっている．2004 年度から 2009 年度までの石炭灰発生量に占め
る電気事業の割合は，73%から 75%で占有割合の変動は小さい 75)． 
2009 年度の石炭灰の事業別のリサイクル率は，電気事業 96.7%，一般産業 99.5%であり，全体で









表­2. 2. 3 石炭灰の種類と性質 
燃焼方式 微粉炭燃焼方式 加圧流動床燃焼方式 


































(g/cm3) 10), 11), 66), 72) 




礫分 0 17~51 0 
概ね 
1~3mm の砂状 
砂分  4~16 39~61 13~25 
シルト分 72~92  5~23 33~76 
粘土分  3~15  1~ 5  5~48 











(pH) 11), 66) 
8.0~13.2 8.2~9.8 12.6~13.0 12.5~13.5 
化学組成
(%
)  10), 66), 72), 73) 
Ignition Loss  1.4~11.3   5.1±5.873) 2.9~4.3 含，その他 
SiO2 40.1~74.4 51.6~64.0 38.0~41.5 45%程度 
Al2O3 15.7~35.2 17.3~26.9 11.1~15.1 15%程度 
Fe2O3  1.4~17.5  4.2~10.9 3.4~5.0  5%程度 
CaO  0.3~10.1 2.3~8.8 26.4~30.0 20%程度 
MgO 0.2~7.4 1.0~2.6 1.2~2.4 
その他 15%程度 
（カーボン 1/2） 
SO3  0~1.4  0~0.7 5.1~5.9 
Na2O 0.1~2.8 0.8~3.4 0.4~0.6 
K2O 0.2~2.7 0.8~2.4 0.5~1.2 
TiO2 - 0.7~1.5 - 
MnO -  0~0.1 - 
P2O5 - 0.1~1.5 - 
出典）外観写真および電子顕微鏡写真：原子力・環境・エネルギー，電気をお届けするために，火力発電，
石炭灰の有効活用，石炭灰ができるしくみ（九州電力㈱ホームページ）71) 掲載写真を転載 
- 41 - 
 













1995 52,695 7,123 4,782 2,341 67.1% 13.5%
1996 53,644 7,208 5,058 2,150 70.2% 13.4%
1997 56,007 7,298 4,958 2,340 67.9% 13.0%
1998 56,042 6,789 5,090 1,699 75.0% 12.1%
1999 62,640 7,600 6,135 1,465 80.7% 12.1%
2000 69,714 8,429 6,931 1,498 82.2% 12.1%
2001 74,299 8,810 7,173 1,637 81.4% 11.9%
2002 82,971 9,236 7,724 1,512 83.6% 11.1%
2003 88,671 9,866 8,380 1,486 84.9% 11.1%
2004 96,081 10,853 9,792 ※1) 1,061 ※1) 90.2% 11.3%
2005 100,349 11,152 10,673 479 95.7% 11.1%
2006 98,257 10,969 10,657 312 97.2% 11.2%
2007 105,103 11,994 11,625 369 96.9% 11.4%
2008 101,888 12,285 12,003 282 97.7% 12.1%
2009 95,570 10,952 10,668 284 97.4% 11.5%




































































































































図­2. 2. 9 ボイラー燃料用一般炭使用量と
石炭灰発生量の推移 75) 
図­2. 2. 10 石炭灰のリサイクル量と 
リサイクル率の推移 75) 




















びクリンカアッシュともに，概ね 2.0～2.6g/cm3 の範囲にある．PFBC 灰の粒子密度は概ね 2.6～
2.7g/cm3 の範囲にあり微粉炭燃焼灰より大きい．また，PFBC 灰は粒径の小さい 2 次サイクロン灰が








フライアッシュ，クリンカアッシュおよび PFBC 灰の粒度分布の例を図­2. 3. 1 に示す．フライア
ッシュの粒度範囲は概ね 200μm 以下であり，平均的な粒度分布は 100μm 以下の粒径で 90%，75
μm 以下で 85%，20μm 以下で 50%，5μm 以下が 15%となっており，5～75μm が 70%を占める．
クリンカアッシュの粒度範囲は 10μm 未満～10mm 程度まで幅広く分布しており，その分布割合は
75μm 以下が 10%，75μm～2mm が 60%を占め，2mm 以上が 30%程度である．PFBC 灰の粒度範囲
は概ね 250μm 以下 71)でフライアッシュと同等であるが，3～10μm の粒子が主体 83)で粒度分布が微
細側に偏っている 71)． 
また，ブレーン比表面積はフライアッシュが 4,100～4,400cm2/g であるのに対して，PFBC 混合灰
の比表面積は 4,580cm2/g（1 次サイクロン灰：2,550cm2/g，2 次サイクロン灰：15,800cm2/g）80), 82)で
ある．クリンカアッシュは孔隟構造であり，比表面積は 45,000cm2/g 程度 84)である． 
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(4) 水素イオン指数（pH） 
フライアッシュの pH は 8.0～13.2 で変動が大きく，クリンカアッシュは 8.2～9.8 と中性から弱ア
ルカリ性で比較的安定している．PFBC 灰の pH は 12.6～13.0 のアルカリ性で変動が小さい 11)． 












図­2. 3. 1 フライアッシュ・クリンカアッシュおよび PFBC 灰の粒度分布の例 10), 11) 
 
表­2. 3. 1 石炭灰の物理的性状の概要 
灰の種類 フライアッシュ クリンカアッシュ PFBC 灰 









粒子密度 (g/cm3) 10), 11), 66), 72), 80) 2.0～2.6 2.0～2.6 2.6～2.7 
粒度分布 
（平均的構成） 
(%) 10), 11) 
2mm 以上 0 30 0 
75μm～2mm 15 60 20 
5μm～75μm 70 10 程度 55 
5μm 以下 15 5 以下 25 
ブレーン比表面積 (cm2/g) 80), 82), 84) 4,100～4,400 45,000 4,580 




































Fly ash (1) Fly ash (2) Clinker ash (1)
Clinker ash (2) PFBC ash (1) PFBC ash (2)
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表­2. 3. 2 フライアッシュの鉱物組成の統計値 10) 
項目 α-クォーツ ムライト マグネタイト ガラス質 
範  囲   (%)  3.5～33.9  2.5～43.3   0～17.5 29.0～85.6 
平  均   (%) 11.3 19.7 4.2 55.3 




表­2. 3. 3 に石炭灰および各種物質の化学成分組成の概要を示す．石炭灰の化学成分組成は炭種や
燃焼方式により差異がある．微粉炭燃焼方式のフライアッシュおよびクリンカアッシュの主な化学
組成は，二酸化ケイ素（SiO2：40～75%）と酸化アルミニウム（Al2O3：15～35%）が全体の 70～80%




成分で説明する考え方がある 78)．図­2. 3. 2 には SiO2-Al2O3-CaO 系における石炭灰の位置付けを示し
た．なお，図中の円は位置付けを示しており領域を示したものではない．また，主要 3 成分以外の





全体の約 15%を占めている．SiO2 と Al2O3 を含むフライアッシュ（SiO2/Al2O3 モル比約 3.5）をこの































54 59 39 34 11 22 56 71 
酸化アルミニウム 
Al2O3：アルミナ 
25 22 14 13  2  5 15 18 
三二酸化鉄 
Fe2O3：ベンガラ 
 6  6  4    1※3)   17※3)  3    6※3)  1 
酸化カルシウム 
CaO：石灰 
 5  5 28 42 46 64  6 - 

























 2  2  2  7  7  2  8 - 
三酸化硫黄 
SO3：無水硫酸 
 1  1  6    1※4)    1※4)  2 - - 
酸化ナトリウム 
Na2O 
 1  2  1 - -  1  3 - 
酸化カリウム 
K2O 
 1  2  1 - -  1  2  3 
その他の成分 
Other ingredients 
 5  1  5  2 16 -  4  2 
強熱減量 
Ignition Loss 
1.4~11.3 0～10.9 2.9~4.3 - -  2 - 5.2 
※1) O.P.C.：Ordinary Portland Cement，普通ポルトランドセメント 
※2) 含有量の数値は平均的な構成割合を示す 
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水銀 0.08 0.08 - 0.054 
カドミウム 0.2 0.098 - 0.158 
鉛 13 8 16.9 23.1 
クロム 100 185 84 65.2 
ヒ素 1.8 1 6.5~7.1 9.32 
銅 55 75 25 30.6 
亜鉛 70 80 74.1 118 
セレン 0.05 0.05 - - 
フッ素 625 625 - - 









表­2. 3. 5 に石炭灰中の微量成分の含有量を示す． 
石炭灰中の重金属等含有量は，現在の自然界（地殻）における主な重金属等の存在度と比較して
水銀，カドミウム，鉛およびホウ素が 5～10 倍である． 
 
表­2. 3. 5 石炭灰中の微量成分含有量 
（単位：mg/kg） 
成分項目 
フライアッシュ 91) クリンカアッシュ 91) PFBC 灰 92) 
範囲 平均 範囲 平均 範囲 平均 
水銀    Hg 0.1～0.7    0.3 0.1～0.5    0.3 < 0.5 - 
カドミウム Cd 0.2～1.8    1.1 0.2～0.7    0.5 < 5 - 
鉛     Pb 29～71  54 13～25  18 < 20 - 
クロム   Cr  73～108 105  51～104  78 - - 
六価クロム Cr(VI) - - - - < 5 - 
ヒ素    As -※1) -※1) -※1) -※1) 6 - 
シアン   CN -※1) -※1) -※1) -※1) < 2 - 
銅     Cu  64～203 102  52～149  99 - - 
亜鉛    Zn  58～275 159 44～67  56 - - 
セレン   Se - - - - < 1 - 
フッ素   F   5～207  92  5～24  11 357 - 




表­2. 3. 6 に土壌および地下水汚染に係る基準値を示す．石炭灰は土壌に類似した化学組成の微細
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粒子であるが，一般的な土壌と比較して水銀，カドミウム，鉛およびホウ素などを多く含む．ホウ
素はフッ素とともに 1993 年の水質汚濁に係る環境基準改正時に要監視項目として設定された 93)．さ
らに，1999 年 2 月 22 日付け環境庁告示第 14 号では，水質汚濁に係る環境基準の「人の健康の保護
に関する環境基準」に硝酸性窒素および亜硝酸性窒素とともにフッ素とホウ素が追加された 94)． 
 






































トリクロロエチレン ≦0.03 同左 同左 - ≦0.3 同左 
テトラクロロエチレン ≦0.01 同左 同左 - ≦0.1 同左 
ジクロロメタン ≦0.02 同左 同左 - ≦0.2 同左 
四塩化炭素 ≦0.002 同左 同左 - ≦0.02 同左 
1.2-ジクロロエタン ≦0.004 同左 同左 - ≦0.04 同左 
1.1-ジクロロエチレン ≦0.02 ≦0.1 ≦0.02 - ≦0.2 同左 
シス-1.2-ジクロロエチレン ≦0.04 同左 同左 - ≦0.4 同左 
1.1.1-トリクロロエタン ≦1 同左 同左 - ≦3 同左 
1.1.2-トリクロロエタン ≦0.006 同左 同左 - ≦0.06 同左 
1.3-ジクロロプロペン ≦0.002 同左 同左 - ≦0.02 同左 
塩化ビニルモノマー - ≦0.002 - - - - 
1.4-ジオキサン - ≦0.05 - - - - 
ベンゼン ≦0.01 同左 同左 - ≦0.1 同左 






アルキル水銀 不検出 同左 同左 - 不検出 同左 
水銀･その化合物 ≦0.0005 同左 同左 ≦15 ≦0.005 同左 
カドミウム･その化合物 ≦0.01 ≦0.003 ≦0.01 ≦150 ≦0.3 ≦0.1 
鉛･その化合物 ≦0.01 同左 同左 ≦150 ≦0.3 ≦0.1 
六価クロム化合物 ≦0.05 同左 同左 ≦250 ≦1.5 ≦0.5 
ヒ素･その化合物 ≦0.01 同左 同左 ≦150 ≦0.3 ≦0.1 
シアン化合物 不検出 同左 同左 遊離シアン≦50 ≦1 ≦1 
銅･その化合物 - - - - - ≦3 
亜鉛･その化合物 - - - - - ≦2 
セレン･その化合物 ≦0.01 同左 同左 ≦150 ≦0.3 ≦0.1 
フッ素･その化合物 ≦0.8 同左 同左 ≦4000 ≦24 ≦15 
ホウ素･その化合物 ≦1 同左 同左 ≦4000 ≦30 - 
ベリリウム･その化合物 - - - - - ≦2.5 
クロム･その化合物 - - - - - ≦2 
ニッケル･その化合物 - - - - - ≦1.2 






ポリ塩化ビフェニル 不検出 同左 同左 - ≦0.003 同左 
チウラム ≦0.006 同左 同左 - ≦0.06 同左 
シマジン ≦0.003 同左 同左 - ≦0.03 同左 
チオベンカルブ ≦0.02 同左 同左 - ≦0.2 同左 
有機リン化合物 不検出 - 不検出 - ≦1 同左 
硝酸･亜硝酸性窒素 - ≦10 - - - - 
※1) 平成 3 年 8 月 23 日，環境庁告示第 46 号：土壌の汚染に係る環境基準（平成 22 環告 37） 
※2) 平成 9 年 3 月 13 日，環境庁告示第 10 号：地下水の水質汚染に係る環境基準（平成 24 環告 85） 
※3) 平成 14 年 12 月 26 日，環境省令第 29 号：土壌汚染対策法施行規則（平成 23 環境省令 13 号） 
※4) 昭和 48 年 2 月 17 日，総理府令第 6 号：海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令第五条第一項に
規定する埋立場所等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める省令（平成 25 環境省令
第 3 号） 















表­2. 3. 7 は，2000 年度から 2008 年度に公開された報告書および論文 24 編を対象に国内の石炭火




けていると考えられる．表­2. 3. 8 には石炭灰の微量物質の溶出特性を示す．溶出特性には水素イオ
ン濃度（pH）や含有量の影響などが見出されているが一般化は難しいとされている 97)． 
 
表­2. 3. 7 フライアッシュの溶出試験結果の例 97) 
（単位：mg/l） 
項目 土壌環境基準 水底土砂の判定基準 平均濃度 標準偏差 
総水銀  Total-Hg ≦0.0005 ≦0.005 <0.0005 - 
カドミウム  Cd ≦0.01 ≦0.1 <0.01 - 
鉛      Pb ≦0.01 ≦0.1 <0.01 - 
六価クロム Cr(VI) ≦0.05 ≦0.5 0.08 0.12 
ヒ素     As ≦0.01 ≦0.1 0.028 0.055 
セレン    Se ≦0.01 ≦0.1 0.092 0.110 
フッ素    F ≦0.8 ≦15 1.4 1.8 
ホウ素    B ≦1  - 5.0 7.9 
注) 2000 年度から 2008 年度に公開された報告書および論文 24 編を対象に国内の石炭火力発電所で発
生したフライアッシュを環境省告示 46 号試験および同 13 号試験した結果をまとめたフライアッ
シュの溶出試験結果と環境基準の比較 
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表­2. 3. 8 石炭灰の微量物質の溶出特性 97) 
項目 六価クロム Cr(VI) ヒ素 As セレン Se フッ素 F ホウ素 B 
石炭灰中の 
存在場所 






































石炭灰混合材に含まれる重金属の含有量試験結果（データ数：n=2）を表­2. 3. 9 に示す．試験対
















水銀 ≦15 0.14,  0.24 
カドミウム  ≦150 0.33,  0.41 
鉛  ≦150 12.9,  25.8 
ヒ素  ≦150 9.0,  9.5 
シアン 遊離シアン≦50 不検出,  1.0 
セレン  ≦150 1.6,  2.8 






計 98)したものであり最大試料数は n=48 である．セメント無添加造粒物は中国電力大崎火力発電所産
出の PFBC 灰に 12～18%の水を添加して加圧成形した造粒物の溶出試験結果 101)である．また，造粒
材（3 種）は中国電力以外のフライアッシュを原料とする混合固化材料の溶出試験結果 97)である． 
石炭灰混合材からの重金属などの溶出量濃度は「水底土砂に係る判定基準」を十分に満足してい
る．また，PFBC 灰造粒物は「土壌環境基準の溶出量基準」をも満足している．一方でフライアッシ














































水銀 ≦0.0005 ≦0.005 <0.0005 同左 - <0.0005 同左 
カドミウム ≦0.01 ≦0.1 <0.001 同左 - <0.001 <0.005 
鉛 ≦0.01 ≦0.1 <0.005 同左 - <0.01 <0.005 
六価クロム ≦0.05 ≦0.5 <0.04 同左 <0.12 <0.05 - 
ヒ素 ≦0.01 ≦0.1 <0.005 同左 <0.05 <0.005 - 
シアン 不検出 ≦1 <0.1 同左 - 不検出 - 
銅 - ≦3 <0.005 同左 - - <0.005 
亜鉛 - ≦2 <0.01 同左 <0.10 - 
0.005~ 
0.008 
ベリリウム - ≦2.5 <0.01 同左 - - <0.005 
クロム - ≦2 <0.04 同左 - - 
0.01～ 
0.07 
ニッケル - ≦1.2 <0.01 同左 - - <0.005 
バナジウム - ≦1.5 <0.1 同左 <0.3 - 
0.10～ 
0.29 
セレン ≦0.01 ≦0.1 <0.002 同左 <0.03 0.001 0.005 
フッ素 ≦0.8 ≦15 0.2~0.5 0.2~0.3 <0.8 0.1 0.1～0.2 
ホウ素 ≦1 - - - <3.0 0.06 0.16～1.2 
 




らも発生しており，2009 年度には電気事業 8,096 千 ton（73.9%），一般産業 2,856 千 ton（26.1%），














しかし，1973 年と 1979 年に始まった二度の石油危機以降，石炭への再燃料転換と新規石炭火力発電
所の建設により，石炭灰の発生量が年々増加する情勢に変わった．現在ではダムや橋梁などの公共
大型構造物への大量使用や建材，道路材料，肥料，地盤改良材など多方面で活用されている． 
表­2. 4. 1 に石炭灰の有効利用分野と主な利用内容，図­2. 4. 1 に有効利用分野の構成比（2009 年度），



































のリサイクル技術を開発し，20 種類以上の廃棄物・副産物を他産業などから年間 26,300 千 ton（2009
年度）受け入れてリサイクルを可能にしている 107)．また，セメント生産は 1996 年度の 99,267 千 ton
をピークに減少傾向が続いているが，セメント製造単位当たりで使用する廃棄物・副産物の量は増
加の傾向を示している 107)． 







代替率の理論的限度はセメント生産量の 10%程度 108)と考えられている． 
一方で 2009 年度のセメント生産量 58,400 千 ton（含，輸出用クリンカなど）109)に対する石炭灰の





つが，品種別セメント生産高によると 2009 年度の全セメント量 52,989 千 ton のうち僅か 107 千 ton




























図­2. 4. 1 石炭灰の有効利用分野と
構成比（2009 年度）75) 








































注 2) （1990～2000 年）110), （2001～2011 年）109) 
図­2. 4. 3 セメント生産量の推移 
 
(2) 土木分野での利用 
土木分野全体での石炭灰利用量は年間約 1,500 千 ton（2009 年度）で，石炭灰発生量の 15%程度を
占める．主な利用用途は地盤改良材，道路路盤材，土木用コンクリート製品，炭坑復元材（充填材）
である．さらに，海砂代替材などの多岐にわたる利用が進められ，土木分野での利用量は 1999 年乃









一方，建設工事における再生土砂利用率（再生土砂利用量／利用土砂全量）は 1995 年度の 32%か
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いる 111)．また，建設廃棄物排出量が 1995 年度の 99.1 百万 ton から 2008 年度に 63.8 百万 ton の 64%
に減少する間に，建設廃棄物の最終処分量は 1995 年度の 41.5 百万 ton から 2008 年度には 4.0 百万




建築資材分野全体での石炭灰利用量は年間約 350 千 ton（2009 年度）で，石炭灰発生量の 3%程度
を占める．主な利用用途は建材ボード（外壁ボード），人工軽量骨材，コンクリート製品（二次製品）






















































表­2. 4. 2 石炭灰および石炭灰混合材料の利点 













































表­2. 5. 1 石炭灰混合材料の製造場所および製造方法による分類 
製造場所 現場外製造・現場製品搬入 利用原位置混合 





























が，概ねコンクリート用砕石母岩の 10%程度 113)である． 
(4) せん断特性 
石炭灰造粒物のせん断抵抗角は，天然の砂と同等以上で養生期間による変化は大きくない 114)． 




水係数は砂と同程度の 10-3cm/s オーダーまで低下する 115)． 
 
表­2. 5. 2 石炭灰造粒物の基本的物性一覧 
















主設備 連続式造粒ミキサ ロール成形機 バッチ式造粒機 特殊ミキサ 
物性 













粒子密度 ρd=1.81g/cm3 ρd=2.0g/cm3 ρd=2.31g/cm3 ρd=1.3~1.6 /cm3 
自然含水比 wn=11.6% wn=13.4~16.1% - - 
吸水率 Q=16.4% Q=25%程度 Q=43.9% - 
圧縮強度 
圧潰強度(C=10%) 
(7 日) 1.07 N/mm2 
(28 日) 1.61 N/mm2 
6~13 N/mm2 一軸：0.12 N/mm2 ＜1.0 N/mm2 程度 
土質的 
定数 



































たは高炉セメント C：10~15%）にベントナイト（粘土分 B：FA＋C の 3%）を加えて連続式造粒ミ
キサへ投入し加水混合（水 W：FA＋C＋B の 20~25%）することで平均粒径 7.5mm 程度の球形の造
粒物を製造する 117)．フライアッシュ Hi ビーズはフライアッシュにセメントを混合するので，フラ
イアッシュの化学成分である二酸化ケイ素（SiO2）および酸化アルミニウム（Al2O3）にセメントの
主要成分である酸化カルシウム（CaO）が合わさった化学成分組成となり，CaO の含有量比はフラ
イアッシュ原粉の 2～3 倍になる．図­2. 5. 1 に石炭灰造粒物（フライアッシュ Hi ビーズ）造粒プラ
ントの概要，写真­2. 5.1 に石炭灰造粒物（Hi ビーズ）の外観を示す． 
中国電力新小野田リサイクルセンター内に設置されたフライアッシュ Hi ビーズの造粒プラントの
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灰を主原料とする中国電力グループ製の石炭灰造粒物（PFBC 灰 Hi ビーズ）は，PFBC 灰に重量比
12～18%の水を加えて高速回転ミキサで混合し，ロール成形機で加圧・成形して平均粒径 10～15mm
程度の繭類似形状（アーモンド類似形状）の造粒物を製造する．図­2. 5. 2 に石炭灰造粒物（PFBC
灰 Hi ビーズ）造粒プラントの概要，写真­2. 5.1 に石炭灰造粒物（Hi ビーズ）の外観を示す． 
中国電力大崎火力発電所内に設置された PFBC 灰 Hi ビーズの造粒プラントの製造能力は 25,000m3/









           （連続式造粒ミキサのイメージ）        （連続式造粒ミキサの側面写真） 
出典）㈱エネルギア・エコ・マテリアのホームページ
（http://www.energia-eco-materia.co.jp）117) 掲載図を転載 
















   （高速回転ミキサとロール成形機の概要図） （主要設備の部分写真） 
出典）㈱エネルギア・エコ・マテリア：Hi ビーズ（製品パ
ンフレット）115) 掲載図を転載 




















（フライアッシュ Hi ビーズ）          （ PFBC 灰 Hi ビーズ） 
出典）㈱エネルギア・エコ・マテリア：Hi ビーズ（製品パンフレット）115) 掲載
図を転載 





しい海砂代替材として開発された．中国電力の石炭灰造粒物（フライアッシュ Hi ビーズ）は 2001
年 2 月に〝Hi ビーズ／石炭灰再生資材（海砂代替材）〟の名称で山口県認定リサイクル製品（認定
No.14）122)に登録された． 
石炭灰造粒物の利用技術の概要を表­2. 5. 3 に示す．中国電力の石炭灰造粒物は，2002 年 2 月の大
竹港港湾整備事業のサンドドレーンおよび敷砂用の砂代替材としての供給 115)，2002 年 4 月の小野田
港港湾整備事業のサンドコンパクションパイル用砂代替材としての供給 115)により，インフラストラ
クチャー分野での利用が始まった． 
一方，日本の名目 GDP（国内総生産：Gross Domestic Product）は 1997 年度の 521 兆円をピークと
し，2011 年度には 91%の 473 兆円まで低下した．この間の平均名目成長率は年率マイナス 0.7%程度，
平均インフレ率（GDP デフレーター）は年率マイナス 1.3%程度であった 123)．また，日本の名目建
設投資は 1996 年度の 82.8 兆円以降減少に転じ，2011 年度には 49%の 40.5 兆円（除，東日本大震災
の復旧・復興などに係る政府建設投資：1.5 兆円）124)まで減少した．結果的に名目 GDP のうち建設
投資が占める割合は 1996 年度の 16.0%が 2011 年度には 8.6%に縮小している． 
さらに，社会資本のストック量は 2020 年代半ばをピークに減少に転じ 125)，建設投資の主体が維
持管理と更新に費やされることになる．このような社会資本分野で建設資材としての石炭灰造粒物
の需要を開拓するには利用工種の拡大と合わせて，流通を含むコスト低減が不可欠である． 
石炭灰造粒物の水域環境改善分野のうち覆砂材としての利用は，2002 年 2 月に山口県田布施町馬
島東部地先海域において漁場環境改善を目的とした試験区が施工され 126)，長期的な底質改善効果の
モニタリングが開始された．浸透柱による底質改善の技術開発は，2004 年 5 月に太田川水系天満川




〝環境修復用の砂代替材（Hi ビーズ）〟の技術名称で NETIS（New Technology Information System：







表­2. 5. 3 石炭灰造粒物の利用技術の概要 
適用種別 利用場所 利用目的 機構 文献
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図­3. 1. 1 に広島湾の海域と流域を示す．広島湾は流域面積 3,743km2，海域面積 1,043km2 の閉鎖性
の海域であり，北部海域と南部海域に区分される 1)．広島湾の流域は広島県の 7 市 6 町，山口県の 4
市 2 町に跨り，北部海域には一級河川太田川，二級河川瀬野川，八幡川が流入する．太田川の流域
面積 1,710km2 は広島湾流域全体の約 45%を占める．流域人口は 1920 年の約 80 万人から 2005 年の
約 180 万人に 85 年間で倍増し，現在の流域人口は広島県および山口県の総人口の約 42%を占める 2)． 
図­3. 1. 2 に太田川水系流域図を示す．太田川は広島県の西部に位置する幹川流路延長 103km，流




広島市他 4 市 3 町に跨る太田川の流域の土地利用は山地等が約 90%，農地が約 4%，宅地等の市街地
が約 6%（河川現況調査：基準年 2000 年）となっている 3)． 
太田川計画高水流量配分を図­3. 1.3 に示す．太田川の基準地点玖村における基本高水のピーク流
量 12,000m3/s に対して，流域内洪水調整施設における調整量を 4,000m3/s とし，基準地点玖村の計画
高水流量を 8,000m3/s としている．このうち，4,500m3/s を太田川放水路で処理し，3,500m3/s を市内



















図­3. 1. 1 広島湾の海域と流域 1) 
出典）太田川水系河川整備計画，2.1 流域及び河川の概要
（国土交通省中国地方整備局）3) 掲載図を転載 
図­3. 1. 2 太田川水系流域図 3) 






















(1 ) 水質 
表­3. 1. 1 に太田川および広島湾北部海域奥部における環境基準類型指定状況を示す．また，表
­3.1 .2 には水質汚濁に係る環境基準（生活環境の保全に関する環境基準）を示す．太田川水系では
国土交通省管理の太田川放水路と広島県管理の猿猴川が B 類型（BOD：3mg/l 以下）に，他の 4 派
川が A 類型（BOD：2mg/l 以下）に指定されている．一方，広島湾北部海域奥部では海田湾が B・
Ⅲ類型（COD：3mg/l 以下）に，他の海域が A・Ⅲ類型（COD：2mg/l 以下）に指定されている． 
太田川，海田ふ頭地先（海田湾）と江波沖海面（広島湾）の公共用水域の水質調査結果（河川：
1971 年～2011 年，海域：2001 年～2011 年）より，DO，BOD，COD，SS，全窒素および全リンの経
年変化を整理した．図­3. 1. 4 に水質調査位置，図­3. 1. 5 に水質調査結果（経年変化）を示す． 
DO は微増の傾向にあり，いずれの水域においても 7～11mg/l で推移しており，概ね A 類型の環境
基準値を満足しているが，太田川放水路（旭橋）および京橋川（御幸橋）で比較的低い値を示す傾
向にある．BOD は微減の傾向にあり，2003 年以降 0.5～1.9mg/l で推移し A 類型の環境基準を満足し
ている． 
海域環境基準の COD は 2001 年以降，海田ふ頭地先（海田湾）が 2.4～3.6mg/l，江波沖（広島湾）
が 1.9～2.6mg/l で推移し，いずれも該当類型の環境基準を超過している．SS は減少傾向で，1980 年
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表­3. 1. 1 太田川および広島湾北部海域奥部における環境基準類型指定状況 5) 
水系・海域名 類型指定水域名 該当類型 利用目的の適応性 
太田川 
太田川放水路（全域） B 水道 3 級，水産 2 級 
旧太田川（全域） A 水道 2 級，水産 1 級，水浴 
京橋川（全域） A 水道 2 級，水産 1 級，水浴 
天満川（全域） A 水道 2 級，水産 1 級，水浴 
元安川（全域） A 水道 2 級，水産 1 級，水浴 
猿猴川（全域） B 水道 3 級，水産 2 級 
広島湾北部海域奥部 
広島市地先海域 A・Ⅲ 水産 1 級，水浴 
海田湾 B・Ⅲ 水産 2 級 
金輪島・似の島周辺海域 A・Ⅲ 水産 1 級，水浴 
 
表­3. 1. 2 水質汚濁に係る環境基準 6) 
項目 
河川（除，湖沼） 海域 
A B A B III 
水素イオン濃度 (pH) ≧6.5～≦8.5 ≧6.5～≦8.5 ≧7.8～≦8.3 ≧7.8～≦8.3 - 
溶存酸素量 (DO) ≧7.5 mg/l ≧5 mg/l ≧7.5 mg/l ≧5 mg/l - 
生物化学的酸素要求量 (BOD) ≦2 mg/l ≦3 mg/l - - - 
化学的酸素要求量 (COD) - - ≦2 mg/l ≦3 mg/l - 
浮遊物質量 (SS) ≦25 mg/l ≦25 mg/l   - 
全窒素 (T-N) - - - - ≦0.6 mg/l 

















図­3. 1. 4 水質および底質の調査位置 
この地図は，国土地理院発行の















































































図­3. 1. 5 公共用水域の水質調査結果（経年変化）7) 
 
(2 ) 底質 
太田川と金輪島西海面（広島湾）の公共用水域の底質調査結果（河川：1976 年～2011 年，海域：
2001 年～2011 年）より，COD，強熱減量，硫化物および酸化還元電位の経年変化を整理した．図­3. 1. 4
に底質調査位置，図­3.1 .6 に底質調査結果（経年変化）を示す． 
COD は，京橋川（御幸橋）および広島湾（金輪島西）において，他の調査地点と比較して高い傾
向にある．京橋川を除く 4 河川においては近年概ね 5mg/g 以下で推移している． 
強熱減量は，COD と同様に京橋川（御幸橋）および広島湾（金輪島西）において，他の調査地点
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環境基準 B 類型：≧5mg/l 
環境基準 A 類型：≧7.5mg/l 
環境基準 A 類型（河川）：≦2mg/l 
環境基準 B 類型（河川）：≦3mg/l 
環境基準 A 類型（海域）：≦2mg/l 
環境基準 B 類型（海域）：≦3mg/l
環境基準 A 類型・B 類型：≦25mg/l
環境基準Ⅲ類型：≦0.6mg/l 
環境基準Ⅲ類型：≦0.05mg/l 
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硫化物も同様に，京橋川（御幸橋）および広島湾（金輪島西）において，他の調査地点と比較し
て高い傾向にある．京橋川を除く 4 河川においては近年概ね 2005 年版水産用水基準の 0.2mg/g 以下
で推移している． 
酸化還元電位は，京橋川（御幸橋）および広島湾（金輪島西）において，他の調査地点と比較し
て低い傾向にある．京橋川を除く 4 河川においては-200～400mV で推移している．京橋川（御幸橋）























図­3. 1. 6 公共用水域の底質調査結果 7) 
 
(3) 底生生物相 
表­3. 1. 3 および図­3. 1.7 に太田川における底生生物の調査位置を示す．地点番号①～⑬は，広島
市衛生研究所が 1990 年 6 月 12 日に実施した調査位置である．広島市衛生研究所の調査（①～⑬）
8)は，調査地点の流心の底泥をエクマンバージ型採泥器（0.20m×0.20m）により採取して，1mm 目
ふるいに残った底生生物を同定している． 
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底生生物の調査結果を表­3. 1. 4 および図­3. 1.8 に示す．地点番号①～⑬の調査結果のうち，個体
数は 0.040m2（0.20m×0.20m エクマンバージ型採泥器）あたりの調査数を 0.0625m2（0.25m×0.25m







2006 年～2012 年の A～E の調査結果においても環形動物門のヤマトスピオや Heteromastus sp.（イ
トゴカイ科）の個体数が多い．また，出現種数も 10～16 種で環形動物門が多く軟体動物門が少ない
種構成であり，1990 年の調査結果と顕著な差異はない． 





表­3. 1. 3 底生生物の調査位置と試料採取方法 
調査年 河川名 地点番号 地点名 試料採取方法 





















2006 年～2012 年 

























図­3. 1. 7 底生生物の調査位置 















































































① ② ③ A ④ ⑤ B ⑥ ⑦ C ⑧ ⑨ D D ⑩ ⑪ E ⑫ ⑬
紐形動物 個体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0
軟体動物 〃 2 56 238 117 44 34 7 127 2 4 25 95 20 5 100 2 11 6 41
環形動物 〃 666 230 20 318 14 381 205 159 31 210 41 98 63 37 164 123 196 388 19
節足動物 〃 88 292 842 136 11 80 16 30 39 14 164 5 16 10 16 145 17 228 6898
 計 〃 756 578 1100 571 69 495 228 316 72 229 230 198 100 52 280 270 224 622 6958
紐形動物 種類 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
軟体動物 〃 1 3 4 2 1 1 2 1 1 2 4 1 3 2 2 1 3 3 1
環形動物 〃 1 4 4 5 3 3 5 3 3 9 3 1 6 5 5 4 10 6 5
節足動物 〃 6 8 5 6 2 4 4 3 7 4 9 2 3 3 4 4 2 5 4
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(4) 親水的な水際の利用 
































本節では 2006 年から 2012 年の間に実施した太田川市内派川感潮域干潟での調査結果に基づいて，
河岸干潟に堆積した有機泥の性状と底質環境を整理した．なお，調査位置は前節の図­3. 1.4 に示す． 
 
















表­3. 2. 1 には既往の知見による干潟底質の好適生息環境を示した．また，表­3. 2. 2 に太田川市内
派川感潮域干潟の底質調査結果，図­3. 2. 2 に干潟底質の粒度分布を示す．表­3. 2. 2 および図­3. 2. 2













放流渠から離れた旧太田川の光南 3 丁目地先左岸での値が低いが全地点で検出されている． 
含泥率（シルト・粘土分）は河口域で低く，上流域で高い．平均的含泥率は，京橋川の河口に近
い元安川合流点右岸では 17%と好適生息環境の範囲にあるが，旧太田川の光南 3 丁目地先左岸で 32%，
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表­3. 2. 1 干潟底質の好適生息環境に関する知見 
項目 好適生息環境 対象生物 備考 
強熱減量 (%) ≦4 干潟水産有用種注 1) 砂質系干潟の健全度評価手法マニュアル 13) 
 2～4 全生物個体数 三番瀬干潟での 1987～1997 年調査 14) 
 2～4 アサリ個体数 三番瀬干潟での 1987～1997 年調査 14) 
 ＜5 ヤマトシジミ密度 宍道湖での 1982～1983 年調査 15) 
シルト・粘土分 (%) ≦25 干潟水産有用種注 1) 砂質系干潟の健全度評価手法マニュアル 13) 
 5～10 全生物個体数 三番瀬干潟での 1987～1997 年調査 14) 
 ≦30 アサリ個体数 三番瀬干潟での 1987～1997 年調査 14) 
 ＜10 ヤマトシジミ密度 宍道湖での 1982～1983 年調査 15) 
CODOH (乾泥 mg/g) ≦20 有用水産動植物 水産用水基準(2005 年版) 16) 
硫化物 (乾泥 mg/g) ≦0.2 有用水産動植物 水産用水基準(2005 年版) 16) 
n-ヘキサン抽出物質 (%) ≦0.1 有用水産動植物 水産用水基準(2005 年版) 16) 
注 1)：対象種は，アサリ，ハマグリ，バカガイ，マテガイおよびサルボウの 5 種 
 
表­3. 2. 2 太田川市内派川感潮域干潟の底質調査結果 
項目 













データ数 N 4 6 7 8 4 13
強熱減量 % 5.1 5.0 3.4 7.9 9.9 2.3
硫化物 mg/g 0.29 0.05 0.04 0.35 0.36 0.07
酸化還元電位 mV -40 105 -102 -249 -103 178
粒子性有機体窒素 mg/g 1.2 0.6 0.81 ND ND 0.49
粒子性有機体炭素 mg/g 24 16 11.5 ND ND 9.2
粒子性有機体リン mg/g 0.6 0.3 0.29 ND ND 0.24
C/N   20.0 26.7 14.2 ND ND 18.8
土粒子密度 g/cm3 2.593 2.606 2.633 2.606 2.562 2.629
単位体積質量 g/cm3 1.63 1.64 1.73 1.565 1.459 ND 
含水比 % 67.1 68.0 46.8 75.1 91.1 ND 
粒度分布 
（表層） 
礫分(≧2mm) % 6.5 2.1 3.3 6.2 1.9 0.3
粗砂分(≧0.425mm) % 23.0 10.2 19.0 19.6 10.3 14.6
細砂分(≧0.075mm) % 18.7 45.6 45.5 18.4 23.5 67.8
シルト分(≧0.005mm) % 33.6 25.0 22.0 34.3 42.7 10.0
粘土分 % 18.2 17.2 10.2 21.5 21.7 7.3






















































































度が増大する 17)．リン酸態リン（PO4-P）および全リン（T-P）は，間隟水中の DO 濃度が高いと溶
出しにくく，逆に DO 濃度が低いと溶出しやすい．アンモニア態窒素（NH4-N）の溶出速度は，強
い嫌気条件下では大きくなるが，リン酸と比較して DO との相関は小さい 17)．広島湾の底泥の場合








から表層かけて減少する濃度勾配がある 18)．底泥表層の間隟水に DO が存在する場合には，硝化反
応によって硝酸態窒素が生成され，底泥の深部に向かって拡散する． 
底泥からの栄養塩の溶出に影響を及ぼす干潟地盤表層数 cm 内の間隟水の DO は，直上水と同程度
であるが，直上からの水の浸透が少ない場の 5cm 以深の DO は 1mg/l 程度になる 19)． 
表­3. 2. 3 に太田川市内派川感潮域干潟の底質間隟水の調査結果を示す．間隟水の採取方法は，底
質試料からの分離（表層から深度 15cm 程度までの混合試料）と現地での吸引採水（深度 10～15cm）
である．溶存酸素は 2mg/l 以下で嫌気域にあり，一般魚類の生息範囲（6mg/l 以上）より低い 20)．ア
ンモニア態窒素は 1～3mg/l で水産用水基準（淡水域：0.01mg/l，海域：0.03mg/l）を超過するが，コ




表­3. 2. 3 太田川市内派川感潮域干潟の底質間隟水調査結果 
項目 











データ数 N 4 4 8 4 11 
溶存酸素(DO) mg/l 1.7 1.4 ND ND 1.7 
アンモニア態窒素 mg/l 0.77 1.35 3.1 3.3 0.808 
亜硝酸態窒素 mg/l 0.008 0.006 0.003 0.002 0.024 
硝酸態窒素 mg/l 0.297 0.074 0.015 0.006 0.131 
リン酸態リン mg/l 0.043 0.179 0.495 0.154 0.125 
溶存無機態窒素 mg/l 1.075 1.430 3.118 3.308 0.963 
ND：観測値なし 
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3.2.4 沈降浮遊物質 
表­3. 2. 4 に太田川市内派川感潮域干潟でセジメントトラップにより捕捉した沈降浮遊物質の調査
結果，図­3. 2. 3 に沈降浮遊物質の粒度分布を示す．表­3. 2.4 および図­3.2. 3 の調査データは本研究
に関連した 2006 年から 2012 年に実施した調査結果であり，2～7 回/個所の調査の単純平均値である． 
浮遊物質の沈降速度は上流域が 20～30g/m2/h，下流域が 7～17g/m2/h であり上流域が大きい．また，
干潟堆積泥と同様に，沈降浮遊物質の強熱減量と硫化物は，含泥率と相関があり，天満川の上流域
に位置する中広大橋上流右岸で高い．平均的な含泥率は 70%以上であり，天満川中広大橋上流右岸
では 90%を超える．C/N 比は 14～18 程度の値を示し分解の進んだ有機物が沈降している．また，河
口域での C/N 比が高いことから沈降と巻き上がりの繰り返しにより分解の進んだ有機物がトラップ
されたものと考えられる．n-ヘキサン抽出物質は観測した上流域の 2 地点でともに 1,000mg/kg を超
えており，下水起源の有機物が連続的に供給されている． 
 
表­3. 2. 4 太田川市内派川感潮域干潟で捕捉した沈降浮遊物質調査結果 
項目 









データ数 n 4 7 2 3
浮遊物質(SS) g/l 26.8 44.4 51.5 20.0
堆積量 g 92.4 139.1 762.2 272.5
沈降速度 g/m2/h 22.4 30.4 16.73 7.2
強熱減量 % 14.5 6.1 ND 7.7
硫化物 mg/g 0.96 0.07 ND ND 
粒子性有機体窒素 mg/g ND 1.4 2.0 1.6
粒子性有機体炭素 mg/g ND 19.8 31.5 28.0
粒子性有機体リン mg/g ND 0.6 0.62 0.59
C/N    14.1 15.8 17.5
粒度分布 
（表層） 
礫分(≧2mm) % 0.0 0.0 ND 0.0
粗砂分(≧0.425mm) % 0.0 0.6 ND 2.4
細砂分(≧0.075mm) % 7.8 22.9 ND 26.9
シルト分(≧0.005mm) % 72.5 60.9 ND 54.7
粘土分 % 19.7 15.6 ND 16.1


























































海田湾は広島湾奥部に位置する幅約 1km，奥行き約 3.5km，平均水深約 10m の小湾であり，湾内
には一級河川太田川水系市内派川の猿候川，二級河川の瀬野川（流域面積：122km2），尾崎川（同：
4km2），矢野川（同：6km2）が流入している．海田湾は細長い袋状の地形であり，停滞性が強く，夏
季（7 月中旬から 9 月中旬の間）には，底層 DO（溶存酸素量）が 2.0mg/l を下回る強い貧酸素状態
が継続する 22)．底層 DO が最も低下するのは 8 月中旬で，底生生物には危機的な 1.0mg/l 程度まで低










底泥の含有有機物濃度により左右され，底泥の COD の 10～20%程度であることが明らかになってい
る 25)． 
本節では公開された既往の松田治ら（2002）の調査結果 26), 27), 28)を引用して，海田湾の底質性状と
底質環境を整理した．調査位置は，図­3. 3. 1 に示す瀬野川河口地先および海田ふ頭地先の 5 地点（図
中の①～⑤）である． 
試料採取は 2 季で実施され，夏季を 2001 年 7 月 11 日，秋季を 2001 年 10 月 18 日としている．底
質分析用の試料は，エクマンバージ型採泥器（0.04m2）を用いて堆積層状構造を破壊しないように
採取し，表層 2cm までの試料が分析に供されている．また，底生生物調査は，エクマンバージ型採











図­3. 3. 1 海田湾の底質調査位置 26) 
この地図は，国土地理院
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3.3.2 底層の溶存酸素量 
海底上 1m の溶存酸素量（DOB+1）の調査結果を表­3. 3. 1 および表­3. 3.2 に底質調査結果ととも
に示す．夏季の 2001 年 7 月 11 日の DO は，1.2mg/l で底生生物には危機的な貧酸素の状態で，秋季
の 2001 年 10 月 18 日の DO は，2.6～3.6mg/l で冬季に向かって回復基調にあり，横田佳祐ら（2006）
の 1999～2003 年の 5 か年間の連続測定結果（概ねの測定位置は図­3. 3. 1 の④地点）22)と一致してい
る． 
 
表­3. 3. 1 海田湾の底質表層（2cm）の調査結果（2001 年 7 月 11 日調査）27) 
項目 
海田湾 
① ② ③ ④ ⑤ 
溶存酸素量（DOB+1：海底上 1m） mg/l ND ND ND 1.2 1.2
強熱減量（IL） % 15.8 16.0 18.0 16.2 9.9
酸化還元電位（ORP） mV -230 -370 -358 -375 -220
化学的酸素要求量（COD） mg/g 51 49 42 48 25
硫化物 (T-S) mg/g 0.87 0.84 0.71 0.89 0.67
総窒素 (T-N) mg/g 3.35 3.49 2.81 3.45 2.09
総リン (T-P) mg/g 0.68 0.55 0.49 0.56 0.36
有機態炭素 (TOC) mg/g 30 25 30 24 11
有機態窒素 (O-N) mg/g 3.33 3.46 2.78 3.42 2.07
TOC/O-N   9.0 7.2 10.8 7.0 5.3
土粒子密度 g/cm3 2.31 2.33 2.23 2.30 2.38
含水比 % 183 230 239 257 210
粒度分布 
（表層 2cm） 
礫分(≧2mm) % 0.5 0.7 1.4 0.0 2.5
粗砂分(≧0.425mm) % 0.3 0.9 1.8 0.2 16.0
細砂分(≧0.075mm) % 8.4 2.1 3.5 4.1 21.0
シルト分(≧0.005mm) % 72.0 60.2 52.3 57.6 36.3
粘土分 % 18.8 36.1 41.0 38.1 24.2
 
表­3. 3. 2 海田湾の底質表層（2cm）の調査結果（2001 年 10 月 18 日調査）27) 
項目 
海田湾 
① ② ③ ④ ⑤ 
溶存酸素量（DO B+1：海底上 1m） mg/l 2.6 2.8 3.0 3.5 3.6
強熱減量（IL） % 15.3 17.6 15.5 14.8 9.6
酸化還元電位（ORP） mV -450 -438 -440 -451 -431
化学的酸素要求量（COD） mg/g 54 57 48 48 27
硫化物 (T-S) mg/g 1.45 1.59 1.12 1.19 0.44
総窒素 (T-N) mg/g 2.99 3.40 2.63 3.13 1.68
総リン (T-P) mg/g 0.56 0.64 0.57 0.58 0.36
有機態炭素 (TOC) mg/g 22 24 22 21 12
有機態窒素 (O-N) mg/g 2.96 3.38 2.60 3.09 1.68
TOC/O-N   7.4 7.1 8.5 6.8 7.1
土粒子密度 g/cm3 2.41 2.34 2.41 2.42 2.51
含水比 % 193 217 231 237 154
粒度分布 
（表層 2cm） 
礫分(≧2mm) % 3.1 2.0 0.0 0.0 1.4
粗砂分(≧0.425mm) % 6.5 1.4 0.4 0.2 11.8
細砂分(≧0.075mm) % 12.9 11.7 2.7 3.2 25.1
シルト分(≧0.005mm) % 62.4 67.4 70.4 71.5 41.2
粘土分 % 15.1 17.5 26.5 25.1 20.5
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3.3.3 底質 
表­3. 3. 1 に 2001 年 7 月 11 日（夏季）の海田湾の底質表層（2cm）の調査結果，表­3. 3. 2 に 2001




IL は夏季が 9.9～18.0%，秋季が 9.6～17.6%であり，生物の好適生息環境の 2～4 倍である．なお，
湾奥側の IL が高い傾向（⑤⇒④⇒②）は，今川昌孝ら（2009）の表層泥の分析結果 23)と一致してい
る．ORP は夏季が-200～-400mV，秋季が-400mV 超で，底層水の DO と異なり，秋季に向かって還
元状態が一層進行している． 
COD は 25～57mg/g で水産用水基準（2005 年版）の 1.2～3 倍で秋季が僅かに高い．T-S は 0.44～
1.59mg/g で水産用水基準（2005 年版）の 2～8 倍で秋季の方が高い．T-N は 1.68～3.49mg/l，T-P は
0.36～0.68mg/l である．貧酸素水塊や赤潮発生が頻発化した有明海奥部の含泥率 60%以上の底質
（2005～2007 年に九州農政局が調査）29)と比較して，海田湾の底質の T-N 濃度は 1.5～2 倍で，T-P
濃度は 0.6～0.8 倍程度である．TOC は最大 30mg/g であり，有明海奥部の底質（2007 年 8 月～2008
年 7 月に郡山益実らが調査）30)と概ね同等である．また，O-N は TOC の 1/5～1/11 である． 













（2001 年 7 月 11 日調査）       （ 2001 年 10 月 18 日調査） 




表­3. 3. 3 に 2001 年 7 月 11 日（夏季）の海田湾の底生生物の分析結果，表­3. 3. 4 に 2001 年 10 月
18 日（秋季）の分析結果，図­3. 3. 3 に種別個体数を示す 28)．なお，個体数および湿重量は 0.0625m2
（0.25m×0.25m）への換算値で表示している． 
夏季調査では，種数 10～30 種，個体数 30～300 個体/0.0625m2，湿重量 0.3～14g/0.0625m2，秋季





































ソメ科）や Thelepus sp.（フサゴカイ科）などが，秋季調査では Paraprionospio sp.A 型，Sigambra 
tentaculata などが主な出現種である． 
Shannon-Wiener の多様度指数は，7 月調査で 2.5～3.5，10 月調査で 0～1.2 の範囲にある．なお，
Shannon-Wiener の多様度指数（H’）は次式により求まる． 

















る．群集 A と群集 B は，共に 5 種 50 個体の群集であり，群集 A では 5 種とも 10 個体が存在し，群
集 B では 1 種が 46 個体で残り 4 種が各 1 個体からなる群集とする．この群集 A と群集 B の種の豊
富度は同じであるが，種ごとの個体数が均等に近く均等度の高い群集 A の方の多様性が高いと評価
される（表­3. 3. 5 参照）． 
表­3. 3. 5 に示す多様度指数の試算において，群集 C は，群集 B のα種が 40 個体減少した場合で
あるが，多様度は群集 C の方が高いと評価される．さらに，群集 D は，群集 C のα種が 1 個体まで
減少する一方でζ種が出現した場合であり，多様度はさらに高く評価される．また，群集 E は，群
集 D の 6 種全てにおいて個体数が 20 倍に増加した場合であるが，多様度は同等と評価される．この
ように Shannon-Wiener の多様度指数は，ルールに従って測定した情報の平均値を表している．表
­3.3 .3 ，表­3. 3. 4 に示す海田湾の底生生物の分析結果では，優占種上位 3 種の個体数比率の低い順
に多様度指数が高く評価されている． 
また，底質の COD および T-S が高い地点では，底生生物の種数および個体数が少なく，生物貧困
域または無生物域になっている．夏季と比較して秋季は平均的に底質の T-S 値が高く，底生生物種
および個体数ともに少なく，T-S が概ね 1.5mg/g を超える地点は無生物域になっている．海底上 1m
の DO は，秋季と比較して夏季が低いことから底生生物の生息環境には T-S の影響が大きいと想定
される． 
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表­3. 3. 3 海田湾の底生生物の分析結果（2001 年 7 月 11 日調査，0.0625m2 当たり）28) 
項目 
海田湾 
① ② ③ ④ ⑤ 
個体数 
軟体動物 個体 23 + 8 12 4
環形動物 個体 113 27 55 40 277
節足動物 個体 + + 3 6 2
その他 個体 2 + 1 1 7
 計  個体 138 27 67 59 290
種類数 0.16m2 当たり 種 29 10 24 22 26
湿重量 0.0625 m2 当たり g 13.75 0.34 1.70 1.00 5.89
多様度指数 Shannon-Wiener 法 - 2.93 2.46 3.53 3.06 3.19
優占種出現 
個体数比率 
シズクガイ %    18  
アシナガキボシイソメ % 18  12   
Paraprionospio sp.A 型 %     13
Prionospio Pulchra %  38  35  
Prionospio sp. %  20  10  
ミズヒキゴカイ % 30 17    
Chaetozone sp. %     26
Tharyx sp. % 22  14  21
Thelepus sp. %   27   
コノハエビ %    10  
注）個体数の「＋」は，0.5 個体／0.0625m2 未満 
 
表­3. 3. 4 海田湾の底生生物の分析結果（2001 年 10 月 18 日調査，0.0625m2 当たり）28) 
項目 
海田湾 
① ② ③ ④ ⑤ 
個体数 
軟体動物 個体 0 0 0 0 0
環形動物 個体 0 + + 14 73
節足動物 個体 0 0 0 0 1
その他 個体 0 0 0 0 +
 計  個体 0 + + 14 74
種類数 0.16m2 当たり 種 0 1 1 4 11
湿重量 0.0625 m2 当たり g 0 + + 0.20 1.19
多様度指数 Shannon-Wiener 法 - 0 0 0 0.91 1.23
優占種出現 
個体数比率 
Sigambra tentaculata %     10
Paraprionospio sp.A 型 %    83 79
注）湿重量の「＋」は，0.005g／0.0625m2 未満 
 
表­3. 3. 5 多様度指数の試算結果 




α 10 46 6 1 20 
β 10 1 1 1 20 
γ 10 1 1 1 20 
δ 10 1 1 1 20 
ε 10 1 1 1 20 
ζ - - - 1 20 
種類数 （種） 5 5 5 6 6 
個体数（個体） 50 50 10 6 120 
多様度指数 2.32 0.56 1.77 2.58 2.58 
 











（2001 年 7 月 11 日調査）           （ 2001 年 10 月 18 日調査） 





1945 年時点での日本の干潟の総面積（干出面積 0.01km2 以上・干出幅 100m 以上の干潟の集計値
（除，河川管理区域））は 855.9km2 で，266.1km2（31%）が有明海に，237.9km2（28%）が瀬戸内海
（含，大阪湾）に集中していた 31), 32)．このうち 1978 年までの 33 年間に全国で 33%の 282.6km2 の干
潟が埋立てや浚渫・干拓などにより消滅した．地域別では東京湾が湾内干潟の 86%の 83.7km2，大阪
湾が 99%の 1.7km2，瀬戸内海全体で 36%の 85.1km2 干潟が消滅した 31), 32)．さらに，1990 年頃（1989
年から 1991 年の 3 か年調査）までの 12 年間に全国でさらに 7%の 38.6km2 の干潟が消滅し，干潟総
面積は 1945 年時点の 60%，514.4km2 まで縮小した 33)． 
広島湾には 1978 年時点で前浜干潟が 2.40km2，河口干潟が 1.69km2，合計で 4.09km2 の干潟が存在
したが，1990 年までの 12 年間に埋立てにより前浜干潟が 0.15km2（3.7%）消滅している 33)．また，
































































































































2-4 干潟生態系における機能の位置づけ／環境省総合環境政策局）36) を参考に描画 
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ウムは，難溶性のリン酸カルシウム（Ca3(PO4)2）を生成していると推測される（図­4. 2. 2 参照）． 
杉本行弘ら（2009）2)は，化学組成の異なる複数のフライアッシュを用いた試験により，酸化カル
シウムの含有率が大きい方がリンの吸着能が高いことを報告している．また，樋野和俊ら（2004）
3)は，酸化カルシウムの含有量がフライアッシュと比較して 5 倍程度多い PFBC 灰を用いた試験によ
り，PFBC 灰造粒物が高いリン吸着能を有することを確認している． 
また，杉本行弘ら（2009）2)は，フライアッシュには中空穴あき二重構造の粒子が含まれており，




























図­4. 2. 2 石炭灰造粒物の富栄養化の抑制機能 
 
 
4.2.2 ODU の溶出抑制 
嫌気的環境下での有機物からメタンガス（CH4）への分解経路は，図­4. 2.3 に示す 3 段階の嫌気
性代謝によって進行する 4)．第 1 段階では複雑な有機物を加水分解によって可溶化・低分子化し，
第 2 段階では低分子物質の酸発酵により脂肪酸やアルコール類を生成する．第 3 段階では酢酸や水
素と二酸化炭素によりメタンガスを生成する 4)．至適 pH は，酸生成菌で pH 5.0～6.0，メタン生成菌
で pH 6.8～7.2 であり，メタン生成菌は pH への依存性が高く，pH 6.0 以下または pH 8.0 以上では急
激に活性が低下する 4)．また，酸生成速度はメタン生成速度よりも大きいので，易分解性有機物が
大量に投入される場では，有機酸が蓄積してメタン生成反応を阻害する 4)．酸生成過程では酢酸な
どの有機酸の生成に伴って，H+を生成して pH が低下する． 
底泥還元層において有機物の嫌気分解で生成される還元物質（ODU：Oxygen Demand Unit，H2S

















低層水の H2S を 
含む貧酸素水化 
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や Mn2+，Fe2+など）の底泥の間隟水からの溶出は，低層における還元物質の酸化に伴い DO を消費
し低層水の更なる貧酸素化に繋がる． 
石炭灰造粒物から溶出する CaO などの酸化物は，底泥内に蓄積された電子および H+を消費して底
泥内の還元状態を緩和するとともに弱アルカリ環境を形成することで，ODU の溶出を抑制する機能

































明らかにするとともに，石炭灰造粒物の飽和吸着量を 108 mg-S/g と算定している．さらに，石炭灰
造粒物に含まれる酸化マンガン（Mn2O3）などのマンガン酸化物は，硫化物イオンを主に硫黄に酸
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さらに，硫酸還元菌の至適 pH は 6.6～8.0 程度であり，石炭灰造粒物の敷設により底泥表層の pH
を上昇させて，海水の pH に近い弱アルカリ状態に維持することで硫酸還元菌の増殖を抑制して，硫




















り測定している（表­4.2 .1 ，図­4.2. 6 参照）．石炭灰造粒物の平均細孔半径は 0.011μm で，メソポ
ア（メソ細孔，直径 2～50nm の細孔）範囲の細孔が多く，細孔容積も 0.29ml/g と大きく細孔を含め
た比表面積が大きいので，硫化物イオンの吸着能およびケイ酸イオンやカルシウムイオンの溶出特
性に優れていると推察される． 





















pH 8 程度で活動が弱まり 
pH 8.5 以上で活動を停止 
Mn2O3+H2S+4H+  →  2Mn2++S0+3H2O 
硫酸還元菌 
活動抑制 
















0.29 0.011 40 1.4 2.34 
出典）石炭灰造粒物の環境改善効果に係る基礎的性状（表-3，樋野和俊ら，














ら，土木学会第 65 回年次学術講演会，9/2010.）9) 掲載図を転載 














出典（珪藻写真））Jane Bradbury : Figure 1. Scanning Electron Micrographs of Diatoms, Nature's 
Nanotechnologists: Unveiling the Secrets of Diatoms. PLoS Biol 2/10/2004: e306. 
doi:10.1371/journal.pbio.0020306. 































































空隟と栄養塩 バクテリア被覆 珪藻被覆 
京橋川河岸干潟の例 




図­4. 2. 8 には，広島湾奥部に位置する海田湾の海底でセジメントトラップにより捕捉された沈降
泥（浮遊物質）を写真­4.2 .1 に示すように，石炭灰造粒物層（間隟率約 40%）内で（a）好気的，（b）




























図­4. 2. 8 造粒物層（間隟率約 40%）内で(a)好
気的，(b)嫌気的条件で 7～21 日間静置
した後の強熱減量値 9) 
写真­4. 2. 1 石炭灰造粒物層内に泥が
堆積した様子 
（実験開始から 3 時間後）





































第 63 回中国支部研究発表会発表概要集，5/2011.）8) 掲載図を転載 

































































































































































































表­4. 4. 1 底質環境の改善手法の分類と特徴 
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本節では，図­4. 5. 1 に示す構造的手法ごとに石炭灰造粒物を用いた底質環境の改善機構を概説す
る． 
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手法分類   構造的手法  目的  期待効果 







    
       





有機物の分解と栄養塩の削減      
        







    
       





有機泥の圧密，残土処分量の削減     



















また写真­4.5 .1 には直径約 0.4m の浸透柱単体，写真­4.5 .2 には，旧太田川空鞘橋下流左岸で 1.5m
間隔に設置した浸透柱を示す．なお，写真­4.5 .1 の浸透柱単体は施工後 21 ヶ月の撮影（施工：2005





る．PFBC 灰は CaO を多く含有し自硬性を有するので，細粒分を多く含んだ石炭灰造粒物を投入し
た場合には，細粒が沈降泥を捕捉しながら凝結して塊状になる現象が起こる（写真­4. 5. 3 参照）． 
次の要因は浸透柱下端の砂層への未到達にある．浸透柱内に入り込んだ沈降泥は，粒径の大きい





















ギアグループ CSR 報告書，pp.46, 8/2010）掲載図を加筆転載 









































































（直径約 0.4m，2007 年 9 月撮影） 
写真­4. 5. 1 施工後 21 ヶ月の浸透柱 
（直径約 0.4m，2007 年 9 月撮影） 
写真­4. 5. 2 干潟に 1.5m 間隔で設置した浸透柱 19), 35) 
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可能な環境を整える（図­4. 5. 7 参照）．さらに，干潟有機泥の巻き上がり量の低減や造粒物からの酸
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橋下流左岸（2K880～2K960）に 2005 年 12 月に施工した実証試験フィールド 1)で実施した．旧太田
川空鞘橋下流左岸付近の干潟の位置と概観を図­5. 1. 1 に示す．試験区域周辺には，河床（横断形）
の 20%程度に干潟が形成されている．この干潟は，0.5m 程度の厚さで有機泥が堆積した泥干潟であ
る．有機泥が堆積している層（シルト・粘土層）の下には砂層が存在している． 
試験区域の概要を図­5. 1.2 に示す．2005 年 12 月に施工した実証試験区域には，約 100m×3m の
試験区内に生物エリアと周辺エリアの 2 つのエリアを造成した．生物エリアは，泥質の改善を目的
としたエリアであり，浸透柱設置による底生生物の良好な生息環境の創造を目指している．生物エ
リアには，浸透柱の間隔を 1.5m にした区域（浸透柱エリア（間隔 1.5m））と浸透柱の間隔を 3.0m
にした区域（浸透柱エリア（間隔 3.0m））を設けた．一方，周辺エリアは未施工のエリアであり，
生物エリアとの比較対照としての区域である． 
浸透柱内および周辺では，塩分水温計，DO 計，水温計を設置し，冬期（2006 年 1～3 月）および
夏期（2006 年 7～9 月）における浸透柱付近の水循環を把握した．浸透柱の流動調査の概要（断面図）
を図­5.1 .3 に示す．浸透柱の直上，中層，底層に塩分水温計（Compact-CT），浸透柱の下層および
浸透柱から 0.3m 離れた下層に DO 計（Compact-DOW），浸透柱の底層および浸透柱から 0.8m 離れ
た底層に水温水位計（Compact-TD）を設置した．河川内（浸透柱から 3.59m 離れた場所）において
も，水温水位計（Compact-TD）を設置した．また，浸透柱周りの 3 箇所に水温計（Compact-T：以
上，アレック電子社製）を設置した．浸透柱底層の TD 計は T.P.-0.856m，河川内の TD 計は T.P.-1.294m
地点に設置した．また，これらの機器は 10 分間隔で連続計測した． 
 







































および水温から検討した．図­5. 1.4 には冬期大潮期（2006 年 1 月 28 日～1 月 31 日），図­5. 1. 5 に
浸透柱エリア( 間隔 1. 5ｍ) 地点 
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は夏期大潮期（2006 年 8 月 25 日～8 月 28 日）に測定された浸透柱および浸透柱から 0.8m，3.6m 離
れた場所の水位，浸透柱内および浸透柱から 0.3m 離れた場所の DO，浸透柱の鉛直 3 層の塩分につ








てくること，⑤調査地点には冬期に 25psu，夏期に 20psu 程度の海水㴑上があること，⑥冬期には常
時貧酸素化していないが，夏期の浸透柱内では満潮から干潮に向かって貧酸素化する期間があるこ
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( T. P.­0. 932)
浸透柱内
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浸透注内
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浸透柱底層
(T .P. ­0.8 56)
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（間隔 1.5m）の中央であり，護岸断面は護岸台帳 5)より設定した．解析護岸断面を図­5. 1. 7 に，格
子分割を図­5. 1. 8 に示す．格子幅は浸透柱設置位置付近で約 0.2m とし，浸透柱から離れるに従っ
て格子幅が粗くなるように分割した．直径約 0.4m の浸透柱は，奥行き方向に隣接する節点流速を用
いて，浸透柱中央節点の流速を補正（平均値）することにより，奥行きの有限な円柱をモデル化し





















戸深 GL.-16m）の夏季実測平均値の T.P.+0.49m とした．河川側水位は，当該地点における 2006 年 8
































図­5. 1. 8 浸透流解析モデル（格子分割図）2), 3) 
 
表­5. 1. 1 浸透流解析に係る浸透物性値 2), 3) 
物性項目 浸透物性値 
透水係数（cm/s） 
浸 透 柱 ： 1.46×100 
堆積泥層 ： 1.05×10-5 
砂  層  ： 8.90×10-3 
砕  石  ： 1.00×10-1 
矢  板  ： 1.00×10-7 






浸 透 柱 ： 20 
堆積泥層 ： 10 
砂  層  ： 20 
比貯留係数（l/cm） 
浸 透 柱 ： 1.0×10-2 
堆積泥層 ： 1.0×10-1 
砂  層  ： 1.0×10-2 
砕  石  ： 1.0×10-2 
矢  板  ： 1.0×10-1 
コンクリート ： 1.0×10-1 
 
(4) 浸透流解析による間隟水の流動状況 
















0 1 2 3 4m
陸側地下水位
河川水位
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速度が増加している．満潮前 1 時間の矢板直下の砂層内における差流速は，約 7.2×10-4 ㎝/s である．
一方で，堆積泥層下部の砂層の護岸側と河川流水部側の圧力水頭差が縮小し，河川流水部側の間隟
水の移動速度は減速している． 
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一潮汐の期間で流入量（下向き）が最大であったのは満潮前 1 時間で，水位差 0.80m に対して，
護岸側浸透柱の約 16,300cm3/h および河川側浸透柱の約 10,200cm3/h であった．また，河川水位が浸
透柱上端より低い時の最大流入量は，河川側浸透柱の約 3,900cm3/h～3,200cm3/h である．流出量（上
向き）の最大は満潮後 3 時間で，水位差 0.38m に対して，護岸側浸透柱の約 9,100cm3/h および河川
側浸透柱の約 5,700cm3/h であった． 
直径 0.40m の浸透柱の高さ 1cm 当たり間隟水量は，有効間隟率を 20%と仮定すると，約 251cm3
















































































































ット内に閉じ込めた土砂を取り出す工法である．円柱半割バケット工法の概要を図­5. 1. 14 に示す． 
ケーシング内の掘削土を取り出す際には，バケットの先端部分に圧縮力を作用させるので，粘着















































­5.1 .1 6 に示すとおりであり，調査項目は表­5.1 .2 に示すとおりである． 
また，旧太田川空鞘橋下流左岸地点から西約 700m に位置する天満川中広大橋上流（距離標 3K000
地点）の右岸河岸干潟に，2008 年 3 月に浸透柱群などを施工し，旧太田川地点と並行して河岸堆積
有機泥の浄化現地実験を行った．図­5. 1. 17に天満川中広大橋上流右岸付近の位置と浸透柱の設置状
















































年 3 月に浸透柱などを施工し，2008 年 9 月，2009 年 9 月，2010 年 9 月にモニタリングを実施した．
浸透柱エリアにはφ0.4m の浸透柱を間隔 1.5m で 7×6 列に 42 本を構築した．7 列の内，上流端の 3
列 14 本の浸透柱上には浸透柱の設置時に掘削された有機泥と石炭灰造粒物を混合させて固化した材
料 11)により覆土を行なっている．また，実験効果を比較するため，浸透柱の影響が小さいと想定さ













図­5. 1. 16 各計測機器の設置状況（旧太田川空鞘橋下流左岸）2), 3) 
 



























T. P.­0. 949m 
T. P. ­0.449m
約 5. 0m 
T. P.­1. 559m 































（平面図）                      （断面図） 








表­5. 1. 3 に天満川中広大橋上流右岸河岸干潟の浸透柱（造粒物層）内と地表面で捕捉された有機
泥と浸透柱近傍（浸透柱から 0.75m の位置）および比較区に堆積した有機泥の性状をまとめている．
上げ潮に伴って河岸を㴑上する有機泥は 95%程度がシルト，粘土分であり，10%程度の IL，約 1mg/g
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表­5. 1. 3 浸透柱（造粒物層）内と地表面で捕捉された有機泥と 
セジメントトラップ外にある有機泥の性状 12) 
（調査場所：天満川中広大橋上流右岸河岸干潟，調査時期：2010 年 9,10 月 ［施工後 30 ヶ月］） 
項目 
浸透柱エリア 周辺エリア 



















硫化物（mg/g） 0.93 非検出 1.24 0.24 0.10 0.40
強熱減量（wt，%） 10.8 5.3 10.5 4.7 11.0 5.0
含水比（wt，%） - 96.6 - 55.0 - 70.8
土粒子の密度（g/cm3） - 2.610 - 2.608 - 2.589
湿潤密度（g/cm3） - 1.340 - 1.670 - 1.600




礫分（2mm 以上） 0.0 20.5 0.0 8.2 0.0 4.6
粗砂分（2~0.425mm） 0.0 19.1 0.0 33.8 0.0 25.0
細砂分（0.425~0.075mm） 6.2 21.8 5.5 23.7 9.1 19.1
シルト分（0.075~0.005mm） 70.4 21.9 71.9 18.1 67.9 33.3
粘土分（0.005mm 以下） 23.4 16.7 22.6 16.2 23.0 18.0
シルト・粘土含有率 93.8 38.6 94.5 34.3 90.9 51.3




下端に水温・水位計（Compact-TD：JFE アドバンテック社製）および DO 計（Compact-DOW：同）
を設置し，2007 年 9 月 10 日から 10 月 12 日の間，浸透柱内の DO，浸透柱内および河川流水部の水
位，水温の変動を計測した．浸透柱底面と河川流水部における水位・水温および浸透柱底面の DO
の変動を図­5. 1. 19および図­5. 1. 20（2007 年 9 月 29 日～10 月 2 日の期間の抜粋）に示す．夏季の
浸透柱底面における間隟水は，水位の変動に伴って水温および DO が変化している． 
浸透柱底面で観測される水位（水圧値）は，河川水位が浸透柱上端高より低い下げ潮時において













­5.1 .2 0 ④）や満潮前後に浸透柱内の流れが鉛直下向きの時に河川水温との差が縮小する水温変化
がある（9/11～9/17 の大潮期および図­5. 1. 20の⑥前後）． 
DO は，河川水位の上下動に伴い，0～20mg/l の範囲で変動しており，河川水位が浸透柱底面より
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低くなる大潮期の干潮時（図­5. 1.2 0 ③）および水位上昇時に浸透柱上部から河川水が流れ込む時
（図­5. 1. 20 ④）や満潮前後に浸透柱内の流れが鉛直下向きの時（図­5. 1. 20 ⑤）に DO が上昇ま
たは変動する傾向にある．また，小潮期には DO が上昇していないが，これは水温の変化と同様に
浸透柱底面に DO を含んだ河川水が流入していないためと考えられる． 
図­5. 1. 20に示す期間の浸透柱底面の DO 変化は，浸透柱底面が干出した後に DO が上昇しており，
浸透柱底層の一部干出により大気中の酸素の供給があったものであると考えられる．その後，水温
変化が 1℃未満の状況下で，水位の上昇とともに DO が徐々に低下し，満潮時には DO が 3mg/l 程度
の準好気過程にある．また，水位が浸透柱上端付近まで低下した時には，DO が 2mg/l 以下の嫌気的
過程になっており，一潮汐の間に DO の供給と消費が繰り返されている． 
好気的過程では有機態窒素が酸化的に分解・無機化され，無機態窒素として NH4+が放出され，準
好気過程では NH4+が NO2-および NO3-に硝化され，嫌気的過程では N2 を排出し脱窒が起こっている



















（観測場所：旧太田川空鞘橋下流左岸，観測期間：2007 年 9 月 10 日～10 月 12 日） 


































































（観測場所：旧太田川空鞘橋下流左岸，表示期間：2007 年 9 月 29 日～10 月 2 日） 












図­5. 1. 21 硝化および硝酸還元反応 1) 
 
(4) 間隟水質・底質の経年的な改善効果 
旧太田川空鞘橋下流左岸における 2005 年 12 月の浸透柱敷設前の 2005 年 9 月および浸透柱施工後，
11 ヶ月（2006 年 10 月）ならびに 22 ヶ月（2007 年 9 月）の間隟水質・底質調査結果を図­5. 1.2 2，
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まれる割合は 1/1～1/3 であり，周辺エリアの 1/10～1/30 に比較して硝化が起こりやすい場が形成さ
れていることがわかる． 
間隟水中の窒素化学種（NH4+，NO2-，NO3-）の濃度および DO の経時変化（施工後 6 ヶ月，18 ヶ
月，30 ヶ月）は，天満川中広大橋上流右岸の河岸干潟でも観測している．同地点においても浸透柱
エリアでの NH4+に対する NO2-+NO3-の含まれる割合は 1/1～1/4 であり，同様の状態が確認されてい
る 12)．この比は間隟水内の DO 濃度と対応しており，浸透柱内のみならず，周辺にも DO の供給が
あることがわかる．75μm 以下の有機泥が堆積する浸透柱周辺においても酸化的な環境が維持され
ていることから浸透柱内で流れが生じることにより，浸透柱側壁でも浸透流が生じ（透水係数の増
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表­5. 1. 4 間隟水質・底質の経時変化（旧太田川空鞘橋下流左岸） 
項目 
浸透柱エリア 
（間隔 1.5m） 周辺エリア 
施工前 
2005 年 9 月 
施工後 11 ヶ月
2006 年 10 月 
施工後 22 ヶ月
2007 年 9 月 
施工前 
2005 年 9 月 
施工後 11 ヶ月 
2006 年 10 月 
施工後 22 ヶ月
2007 年 9 月 
臭気 微硫化水素臭 微硫化水素臭 微硫化水素臭 微硫化水素臭 微硫化水素臭 微硫化水素臭 











泥温（℃） 24.0  21.1 23.2 24.0 21.3  23.5 
ORP（Eh,mV） 127  160 146 -4 85  132 
硫化物 mg/g） 0.05  0.04 0.08 0.05 0.07  0.03 
強熱減量（%） 6.1  6.5 5.2 4.2 4.4  4.8 
溶存無機態窒素（mg/l） 1.4  0.7 0.7 1.9 1.0  1.4 
アンモニア態窒素（mg/l） 0.96  0.27 0.52 1.80 1.00  1.30 
亜硝酸態窒素（mg/l） 0.020  定量下限値以下 0.014 0.024 定量下限値以下 0.008 
硝酸態窒素（mg/l） 0.450  0.390 0.160 0.110 0.030  0.100 
リン酸態リン（mg/l） － － 0.100 － － 0.014 
浮遊物質（mg/l）  － 180,000 － － 360,000  －
土粒子密度（mg/g） 2.641  2.607 － 2.690 2.660  －
土粒子湿潤密度（g/cm3） 1.62  1.68 － 1.93 1.74  －




4.75mm 以上の粒子 0.0  0.0 0.0 7.0 5.2  0.0 
細礫分（4.75～2mm） 0.1  0.3 0.2 2.5 4.0  0.8 
粗砂分（2～0.425mm） 3.1  2.7 4.6 25.2 27.7  10.5 
細砂分（0.425～0.075mm） 37.6  36.9 49.1 37.3 32.1  42.4 
シルト分（0.075～0.005mm） 37.7  36.9 31.8 18.5 20.0  30.6 
粘土分（0.005mm 以下） 21.5  23.2 14.3 9.5 11.0  15.7 




間中央部）および周辺エリアにおいて，2007 年 9 月 10 日（浸透柱施工後 22 ヶ月）に実施した底質
調査結果を図­5. 1. 23 および表­5.1 .5 に示す．浸透柱内に混入した浮遊有機泥には，細粒分（シル
ト・粘土）が 14.9%含有していた．干潟現地盤には 50%程度の細泥分が含まれており，浸透柱内に
細粒分が残留し難いことが考えられる．浸透柱内に混入した泥の強熱減量は 3.0%，粒子性有機態炭



























（調査実施日：2007 年 9 月 10 日） 
図­5. 1. 23 底質調査結果（旧太田川空鞘橋下流左岸，施工後 22 ヶ月）2) 
 
表­5. 1. 5 底質調査結果（旧太田川空鞘橋下流左岸，施工後 22 ヶ月） 
項目 







硫化物（mg/g） 0.02 0.08 0.08  0.03 
強熱減量（wt，%） 3.0 5.5 5.2  4.8 
粒子性有機態窒素（PON，mg/g） 検出されず 0.40  0.20  検出されず 
粒子性有機態炭素（POC，mg/g） 7.0 20.0 15.0  17.0 




4.75mm 以上 8.7 0.0 0.0  0.0 
細礫分（4.75～2mm） 2.2 0.1 0.2  0.8 
粗砂分（2～0.425mm） 27.4 3.2 4.6  10.5 
細砂分（0.425～0.075mm） 46.8 46.1 49.1  42.4 
シルト分（0.075～0.005mm） 9.1 34.1 31.8  30.6 
粘土分（0.005mm 以下） 5.8 16.5 14.3  15.7 





き起こしている．2010 年 9 月の天満川中広大橋上流右岸の河岸干潟では，下流から㴑上してくる海
水に輸送される有機泥に 1,500mg/kg を越える n-ヘキサン抽出物質が含まれているが，周辺エリアの
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粒分）含有量（55～65%）に比較すると，浸透柱近傍（0.75m）では 30 ヶ月後には 35%まで低下し
ている（表­5. 1. 3 参照）．細粒分が低下するのは有機泥に付着する有機物の分解が進み有機泥の粘性
が低下したことにより，細粒分が掃流されたと推定できる．このことは浸透柱近傍堆積泥の含水比

























図­5. 1. 25 には，旧太田川空鞘橋下流左岸における浸透柱施工前と浸透柱施工後 58 ヶ月の個体数
からみた底生生物の構成比の変化を示す．浸透柱エリア（間隔 1.5m）では，出現種類数が 6 種から
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次に，図­5.1 .2 6 には，天満川中広大橋上流右岸における浸透柱施工後 6 ヶ月と 30 ヶ月の個体数
からみた底生生物の構成比の変化を示す．天満川中広大橋上流右岸の河岸干潟では，周辺エリアに
おいて出現種類数が 19 種から 9 種に減少し，優占種が 2008 年 9 月のチゴガニ（節足動物門）から
2010 年 9 月にはヤマトシジミ（軟体動物門）に代わるような干潟全体の生息環境の変化が観測され









透柱施工後 30 ヶ月で浸透柱周辺での生物生息の環境変化への耐性の進行が確認されている． 
図­5. 1. 27（旧太田川空鞘橋下流左岸）および図­5. 1. 28（天満川中広大橋上流右岸）に底生生物














された．また，浸透柱の施工後 11 ヶ月乃至 18 ヶ月時点では，確認個体数や出現種類数は一旦減少
するが，多様度が安定する施工後 30 ヶ月を過ぎると個体数および種類数が増加傾向に転じている． 
 







































図­5. 1. 26 個体数からみた底生生物の構成比の変化（施工後 6 ヶ月と 30 ヶ月） 
周辺エリア・施工前（2005 年 9 月）         周辺エリア・施工後 58 ヶ月（2010 年 9 月） 
浸透柱エリア・施工前（2005 年 9 月）         浸透柱エリア・施工後 58 ヶ月（2010 年 9 月）
周辺エリア・施工後 6 ヶ月（2008 年 9 月）         周辺エリア・施工後 30 ヶ月（2010 年 9 月） 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図­5. 1. 27 底生生物量と種類の経年変化 
   （旧太田川空鞘橋下流左岸） 
図­5. 1. 28 底生生物量と種類の経年変化 
   （天満川中広大橋上流右岸） 











































































（バックホウによる透水層周辺の成形・整地）       （完成写真，計測機器の設置状況）    
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(2) 浸透溝構築前の干潟内の間隟水質と地下水の流動状況 
干潟内の間隟水の水位と DO の関係を把握するために，干潟内（地盤高 T.P.-1.1m，土被り約 0.1m）
に水温水位計（Compact-TD）および DO 計（Compact-DOW：以上，JFE アドバンテック社製）を設
置して，夏期（2007 年 7 月 30 日～8 月 28 日）と冬期（2007 年 12 月 14 日～2008 年 1 月 14 日）に
それぞれ約 1 ヶ月間の連続測定（10 分間隔でのデータ整理）を行った．図­5. 2. 3 に夏季大潮期にお
ける干潟内の間隟水の水位と DO の変動を示す．水位の変動幅は T.P.-1.1m～+2.0m 程度であり，夏


















図­5. 2. 3 干潟内の間隟水の水位と DO の変動（2007 年 8 月）14) 
 
(3) 浸透溝構築前の干潟の底質と底生生物相 
2007 年 7 月の干潟内の底質の粒度分布は，礫分 0.4～1.1%，砂分 88.5～94.9%，シルト・粘土分 4.7
～10.5%であり，砂分の占める割合が比較的高い．また，強熱減量は 1.2～1.7%，クロロフィルは 1.1
～2.4μg/l，酸化還元電位は 131～335Eh.mV であった． 
2007 年の干潟内の底生生物調査では，環形動物門の占める割合が高く，コオニスピオ，Heteromastus 
sp.，コケゴカイなどが多く確認された．また，当該干潟では，アサリの食害生物であるナルトビエ














































（面積：4.5m×30m＝135m2）において，2008 年 8 月 28 日～30 日の干潮時に実施した．本試験で透
水性の高い材料として用いた石炭灰造粒物の粒径は 0～30mm，施工必要量は約 15m3（30m×0.5m×
0.3m 深×3＋1.5m×0.5m×0.3m 深×6＝14.85m3）であった．透水層の施工範囲は，広島湾の平均水
面（概ね C.D.L.+2.0m）以下から最低水面（概ね C.D.L.0.0m）までの潮間帯とした． 
図­5. 2. 4 に実証試験区域の概要を示す．造成した透水層の護岸に近い側（A 部）を試験区とし，
京橋川の上流側に対照区を設定した．実証試験では，透水層の改善効果を把握するために，2008 年













図­5. 2. 4 実証試験区域の概要 14) 
 
(5) 潮汐に伴う水循環の状況（施工後 24 ヶ月） 
潮汐に伴う水循環（水位，水温，DO）の状況を把握するために，試験区（透水層内，底泥内）と
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2010 年の夏期（大潮期：8/22～8/26）の潮汐に伴う水循環の状況を図­5. 2.5 に示す．試験区（透





























































































図­5. 2. 6 間隟水質の経年変化 14) 
 
(6) 底質の改善効果 
底質の施工前後の比較と経年変化を図­5. 2. 7（酸化還元電位，強熱減量）および図­5. 2. 8（粒度
分布）に示す．試験区では高い酸化状態を維持しており，強熱減量も試験区で減少傾向にあり，非
常に小さい値で推移していた． 
当該干潟の粒度組成は，施工前の 2007 年に砂分が 88.5～94.9%であった．試験区では，透水層施













































































































































































































図­5. 2. 8 底質粒度の施工前後の比較と経年変化（2007 年～2011 年）14) 
 
(7) 有機泥の堆積・処理状況 
2010 年の夏期（7～8 月）における SS フラックスは，試験区で 19.4g/m2/h，対照区で 15.7g/m2/h
であり，太田川市内派川の一般的な有機泥の堆積状況にあった．セジメントトラップから採取した
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(8) 脂肪分の浄化効果 
図­5. 2. 10には下水処理水放流渠と試験区の位置関係を示している．試験区は放流渠から約 200m
下流に設営されており，当該干潟には下水起源と考えられる油脂分（n-ヘキサン抽出物質）が継続
的に堆積し，底泥の強い還元化を引き起こしている．図­5. 2. 11は試験区と周辺対照区の干潟表層の
底質を比較したものである．対照区の干潟表層には 2,600～5,200mg/kg の n-ヘキサン抽出物質が含ま
れた有機泥が堆積していたが，浸透溝周辺では 700～1,500mg/kg まで低下しており，石炭灰造粒物


























（粒子性有機体炭素：POC）                       （n-ヘキサン抽出物質） 
図­5. 2. 11 底質の試験区（浸透溝周辺）と対照区の比較（2010 年 8 月） 
 
(9) 底生生物の生息環境の改善効果 
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節足動物門 軟体動物門 環形動物門 全底生動物




網目の間隔は約 14mm）を被覆，図­5. 2. 14参照）をそれぞれ設置した後，アサリを各 100 個体散布
し成育状況を確認した．アサリの生残率の経年変化を図­5.2 .1 5 に示す．試験区のアサリは，設置後
30 ヶ月（2011 年 2 月）の生残率が 1 割程度であった．一方，対照区のアサリは設置後 18 ヶ月（2010
年 2 月）に全て消滅した．試験区のアサリは，平均で殻長が 10.1mm の成長（29.6mm から 39.7mm），
殻幅が 6.3mm の成長（14.4mm から 20.7mm），湿重量が 10.0g の成長（6.1g から 16.1g）を確認した．
さらに，試験区では，アサリの稚貝（1 年以内）が多く発生し，2009 年 6 月には 309 個体確認され
た（写真­5.2 .3 参照）．なお，対照区ではアサリの稚貝を確認できていない． 
アサリの殻長組成の結果（図­5. 2.1 6 参照）では，アサリの稚貝が順調に成長しており，2011 年 2























































































（試験区）                    （対照区） 




















① 浸透溝を中心として，干潟の干出時および満潮前に DO の供給が見られ，潮汐に伴う水循環が
確認された．また，浸透溝施工後 24 ヶ月においても，継続的に潮汐に伴う透水層内の水循環
が形成されており，目詰まりなどの影響は確認されなかった． 



































































































































































































代に半減 15)したが，その後は横ばいで推移しており，2011 年には 89 件の赤潮が発生し，そのうち
11 件は漁業被害を伴う規模 16)であった．また，一部の海域では依然として貧酸素水塊が発生してい







部海域の約 50%（100km2）に厚 0.5m の覆砂を施工するのに要する費用として 3,000 億円（30 億円/km2）
を算定した結果もあり 20)，覆砂には材料の確保問題と合わせてコスト低減も課題である． 
また，覆砂層厚は，底生生物に対する物理的影響を緩和して，底生生物が這い出し易く，生物再
































図­5. 3. 1 試料採取地点（広島湾奥海田湾）の位置 26) 
 
(2) 採取試料の性状 
底質試料は，2008 年 12 月 4 日と 19 日に円柱状サンプラ （ー内径φ18.3cm，φ11.0cm）を用いて，
表層より 40cm 程度までの乱さない試料を採取した．圧密実験にはこの試料を用いている． 
採取した底質試料の性状を図­5. 3.2 （含水比と強熱減量）および図­5. 3.3 （粒度組成）に示す．
含水比は表層 1cm で 430～500%，深度 3～7cm で 275～315%であり，深度 20cm 以深では 195～170%
である．強熱減量は表層 1cm で約 16%，深度 3～7cm で 13.5～15.0%である．表層から深度 30cm 程
度までの平均的な粒度組成は，細砂分（0.075～0.425mm）が 2%，シルト分（0.005～0.075mm）が
81%，粘土分（0.005mm 以下）が 17%（内，0.001mm 以下：2%）である． 
同時期（12 月 4～19 日）に海底に設置されたセジメントトラップに沈降した有機泥のセジメント
トラップ量は 48.6g/m2/日で，海底面上 3m の海中で捕捉されたセジメントトラップ量 0.54g/m2/日に
対して，2 オーダー海底での捕捉量が多くなっている．また，捕捉された有機泥の性状は，強熱減量








図­5. 3. 2 採取試料の含水比と強熱減量 26) 






































































表­5. 3. 1 に圧密実験条件を示す．試料番号 L6 の覆砂材試料としての石炭灰造粒物は，100℃の乾
燥炉で水分を除去し乾燥状態にしたものであり，L6 を除く石炭灰造粒物は，30psu の塩水で飽和し
た状態である．また，L2（体積：V=480cm3），L5（V=488cm3）および L6（V=483cm3）の石炭灰造
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L1 18.3 30.0 
40mm 造粒物 
  489.8 0.88 
L2 18.3 40.0   941.6 1.70 
L3 18.3 42.0 1,386.6 2.50 
L4 18.3 35.1   514.7 0.93 





  814.1 1.21 
L6※2   536.2 0.16 
S1 11.0 35.0 
砂 
   50.0 0.32 
S2 11.0 39.0   100.0 0.65 
S3 11.0 35.0   200.1 1.29 
S4 11.0 28.0 
粉砕カキ殻 
2mm 造粒物 
  229.1 1.14 
S5 11.0 34.4 2mm 造粒物   135.8 0.68 
S6 11.0 31.9 砂    50.0 0.32 
N1 11.0 25.0 
無（自然圧密）
  － － 
N2 11.0 35.9   － － 
※1：実験終了後の湿潤状態での重量， ※2：実験（投入）前の乾燥状態での重量 
注 1）04/Dec.採取試料：L1～L3，S1～S4，N1， 注 2）19/Dec.採取試料：L4～L6，S5～S6，N2 
注 3）40mm 造粒物：長径 40mm，短径 20mm 程度の石炭灰造粒物 
 
(4) 石炭灰造粒物覆砂材の底泥へのめり込み量と底泥の圧密 
図­5. 3. 4 に浮力を考慮した覆砂材による有効単位面積荷重と底泥へのめり込み体積の関係を示す．
L4 と L5 を比較すると，投入覆砂材の体積は 270cm3 から 488cm3 に 1.8 倍であるが，めり込み体積は


















効荷重との関係は明確でない．L1～L6 と S1～S6 の比較から粒径や単位体積重量の相違は，圧密沈
下状況に影響しないと判断することができる． 
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図­5. 3. 6 には，試料の含水比分布と自重圧密による変化を示す．自重圧密により表層（深度 1cm）
では含水比が 400%および 430%に低下しているが，深度 3cm 以深の自重圧密前後での含水比変化は
表層と比較して小さく，現地海底の表層は直上水や間隟水の流動の影響を受けていると考えられる． 
図­5. 3. 7 には，圧密後の深度方向の含水比と湿潤密度の分布を示す．各々の試料における含水比
と湿潤密度の関係は一致しているが，覆砂材の有効単位面積荷重との関係は明確ではない． 
図­5. 3. 8 には，表層（深度 1cm と 3cm）の圧密後の含水比と覆砂材の有効単位面積荷重の関係を
示す．深度 1cm の含水比は 270～350%，深度 3cm の含水比は 220～290%であるが，圧密後の含水比
は有効荷重と関連なく一定範囲に収斂している．この状況は，図­5. 3.5 に示す鉛直ひずみとの関係
と一致している． 
図­5. 3. 9 には，表層（深度 1cm）の含水比の圧密前後での差を示す．φ40mm の石炭灰造粒物を
用いた実験（L1～L6）では，圧密による含水比の低下量は有効単位面積荷重の増加とともに大きく
なる傾向があると判断できるが，全 12 試料の実験結果では，圧密による含水比の低下量と有効荷重
との関係は明確でない．この関係も図­5. 3. 5 に示す鉛直ひずみと有効荷重との関係と一致しており，
実験精度の裏付けとなる． 
底質表層の含水比が 500%から 350%ないし 300%に低下すると体積は約 30%収縮するので，本実
験による沈下（3～7mm）は，表層 3cm 程度までの排水現象であると考えられる． 
本実験での覆砂材の有効荷重 0.3～2.5gf/cm2（0.03～0.25kPa）は，底質泥の層厚（ρt=0.2gf/cm3
（2mN/cm3））2～12cm に相当する．図­5. 3. 2 に示すように本地点の表層 3～11cm の自然含水比が


















図­5. 3. 4 覆砂材の有効単位面積荷重と
めり込み体積 26), 27) 
図­5. 3. 5 有効単位面積荷重と 




























































（N1：圧密期間 1 週間，N2：同 3 週間） 
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L5 L6（吸水） S1 S2






















L1 L2 L3 L4
L5 L6（吸水） S1 S2





























L1 L2 L3 L4
L5 L6（吸水） S1 S2
S3 S4 S5 S6
L6（乾燥）
投入前の乾燥重量 実験後の湿潤重量




流水槽を用いて実施した．回流水槽の水深および水路幅は 30cm，水路延長は 130cm で上下流の緩衝
区間各 10cm を含む水槽の底面中央部 60cm には，図­5. 3. 10 の写真に示すように石炭灰造粒物によ
る模擬被覆状態を再現した． 
巻き上がり実験の条件を表­5. 3. 2 に示す．試料番号 1-a，2-a，3-a，4-a は，無被覆状態での巻き
上がり状況を再現したものであり，1-a は自然沈降により底質を再形成した．その他の底泥試料は，
圧密実験により圧密後の表層 1～3cm の含水比が 220～350%の範囲であったことから同等の含水比
になるように，現地採取土と塩水を用いて混合調整した． 




水路底面から 10cm の位置において，透過型デジタルレーザセンサー（㈱キーエンス製 LX2-02）を
用いて計測し，その結果を図­5. 3.1 1 に示す． 
無被覆状態（図­5. 3. 11（a））では，流速が 10～20cm/s で自然沈降形成試料（1-a：w=464%）の巻
き上がり量が他の無被覆試料の巻き上がり量と比較して多くなる．含水比が w=430～500%の現地海
底面では，流速が 10～20cm になると巻き上がりが顕著になると考えられる．また，無被覆状態では，
流速が 35cm/s を超えると含水比 w=280～330%試料（2-a，3-a）の巻き上がり量が急増することから
含水比の低下は巻き上がりの抑制に効果があることがわかる． 
含水比 w=330%試料を石炭灰造粒物で被覆した場合（図­5.3 .1 1（b））には，1 層被覆では石炭灰
造粒物周辺での渦流の発生により巻き上がり量は無被覆状態より増加するが，3 層被覆では 35cm/s
を超える流速においても巻き上がり量が急増しない． 

















464.39  9.90 
2-a 30.05 330.08 13.15 
2-b 29.91 1 layer (=1cm) 347.02 13.55 




4-a 30.25 248.06 10.45 
4-b 29.91 1 layer 239.69 10.73 
1 layer : covering at the GCA(granulated coal ash) of 1 layer.(h≒1cm) 
3 layers : covering at the GCA of 3 layers. (h≒5cm) 




































④ 流水により石炭灰造粒物周辺に渦流が発生するが，3 層被覆（被覆層厚約 5cm）により被覆層
下の底泥の巻き上がりを抑制する効果が期待できる． 





























































(a) No covering material
1-a 2-a 3-a 4-a
 








（長径φ40mm：1 層被覆）    （長径φ40mm：3 層被覆） 
（回流水槽実験装置の断面図） 





する施工能力が求められる．2009 年 5 月～6 月に実施された海田湾（水深 7～10m）での試験施工で
は，敷き均し作業が不要な〝ベルトコンベア方式薄層撒出し工法（NETIS 登録 No.CGK-070001-V）〟























図­5. 3. 12 スクレーパ付きベルトコンベア方式薄層撒出し工法の概念図 33), 34) 
 
(2) 試験施工の概要 
試験施工は，約 6ha の海域を設計覆砂厚が 5cm，10cm，20cm の 3 区画に分割して行われた．設計
散布量は，各区画ともに 2cm 相当のめり込みによる割り増しを加えて，7cm，12cm，22cm に設定さ
れた．石炭灰造粒物の散布は，先ず全域（3 区画）に 7cm 厚で撒出し，その後に所要の層厚分を撒
出すことで，散布量の最小化が図られた 32)．散布量の設計値に対する平均厚さ誤差は+23%～+24%
で，標準偏差は中央粒径の 2cm 以下であり，高い施工精度が確認されている 32)． 
(3) 施工時のめり込み量 








㈱）33), 34) より転載 









本項では，中海浄化事業で 2005 年 5 月～8 月に施工された覆砂（施工厚 20cm）および海田湾で
































































海田湾の覆砂試験では，約 6ha の海域に設計覆砂厚が 5cm，10cm，20cm の 3 区画が施工され，施
工後半年間のモニタリング結果が井上省吾ら（2011）により公表 37)されている．公表データに基づ
いて石炭灰造粒物による覆砂の被覆効果を整理する． 
直上水の水質に関しては，覆砂施工区の DO が施工後 2 ヶ月，8 月の小潮期に平均値で 0.3mg/l 程
度高い傾向が観測されている．また，12 月には，覆砂施工区の濁度の低下も観測されている．底質
に関しては含水比が明らかに異なり，覆砂施工区では 8 月に 50～100%，12 月には 25～150%程度ま
での低下が観測されているが，覆砂厚 5cm 区画では 8 月と比較して 12 月が高くなっている．覆砂厚
10cm および 20cm 区画では，ORP および T-S が改善し，IL および PON の低減が観測されているが，





被覆層間隟体積に占める浮泥体積の割合は，5cm 区画が時間の経過とともに増加し 12 月には 40%













































































2008年3月 2008年7月図­5. 3. 13 間隟水の T-N，T-P
の比較 26), 27) 
図­5. 3. 14 間隟水の酸化還元電位
の比較 26), 27) 
図­5. 3. 15 被覆直上水の DO
の比較 26), 27) 
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が最も高い石炭灰造粒物の配合が容積比で 0.56（湿重量比 0.50）であった 10)． 
(2) 既往の施工試験による知見 
干潟堆積ヘドロを石炭灰造粒物により改質した覆砂材の施工試験は，図­5. 4. 1 に示す太田川市内
派川の 2 個所で行われている．天満川の中広大橋地点（図­5. 4. 1 ①）では，2004 年 5 月に河川縦断
方向 2.5m×河川横断方向 2.0m，厚 0.15m で改質覆砂材が敷設された．表­5. 4. 1 に敷設された改質
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覆砂材の配合を示す．覆砂材の地盤硬度は徐々に増加し，覆砂厚の減少は施工後約 2 ヶ月で安定し，
施工後 10 ヶ月においても 10%程度の減少（踏み入れ乱した場所：13%の減厚，乱さない場所：10%
の減厚）であった 10)． 
旧太田川の基町護岸空鞘橋下流側（図­5. 4. 1 ②）では，覆砂の施工方法の検討を目的として，2005
年 12 月に，石炭灰造粒物により改質した覆砂材が前述の天満川 3.0km 地点の施工試験より平面的に
















図­5. 4. 1 施工実験実施位置図 11) 
 
表­5. 4. 1 敷設した改質覆砂材の配合 11) 
項目 ヘドロ 川砂 造粒物 
湿重量比 0.35 0.15 0.50 
容 積 比 0.30 0.14 0.56 
















②旧太田川 3.0km 地点 
（基町護岸空鞘橋下流側） 
①天満川 3.0km 地点 
（中広大橋地点） 
N 













干潟堆積ヘドロは，図­5. 4. 1 に示す旧太田川 3.0km 地点（基町護岸空鞘橋下流側）で採取した．




















ーを用いて混合した．一軸圧縮強度試験の供試体は，混合試料を内径 5cm×高さ 10cm のモールドに
3 層に分割して入れ，1 層あたり 30 回突き固めて作製した．表­5. 4. 3 に改質ヘドロ試料の混合割合
と混合時の含水比条件を示す． 







































写真­5. 4. 1 分級した石炭灰造粒物 11) 
図­5. 4. 2 分級した石炭灰造粒物
の粒度組成 11) 
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Na50 50 50 自然含水比 wo=47% 
Na30 70 30 自然含水比 wo=56% 
Op50 50 50 最適含水比 wopt=36% 
Op30 70 30 最適含水比 wopt=30% 
 
(6) 改質ヘドロのコンシステンシーと最適含水比 








表­5. 4. 4 改質ヘドロのコンシステンシーと最適含水比 11) 
石炭灰造粒物の配合割合（%） 0 30 50 
液性限界 wL（%） 70.2 63.0 60.6 
塑性限界 wP（%） 31.6 46.7 51.0 
塑性指数 IP 38.6 16.3 9.7 









生供試体は，脱枠後に 3 日間気中養生をした後，水浸 6 時間，干出 6 時間の乾湿繰り返し養生し，
干出 2 時間後に一軸圧縮強度と含水比を測定した．写真­5. 4.2 に脱枠直後の供試体を示す．外観は
石炭灰造粒物を 50%混合した供試体表面に土粒子間の空隟による凹凸が多い． 
 




ヘドロ 石炭灰造粒物 気中養生 水中養生 乾湿繰り返し 
Na50 50 50 ○ － － 自然含水比 
Na30 70 30 ○ ○ ○ 自然含水比 
Op50 50 50 ○ － ○ 最適含水比 
Op30 70 30 ○ － － 最適含水比 
 










（左：Op50，右：Op30，外径 5cm×高さ 10cm） 
写真­5. 4. 2 脱枠直後の供試体の外観 11) 
 
(8) 改質ヘドロの室内試験結果 
図­5. 4. 4 に気中養生供試体の養生日数と一軸圧縮強度の関係，図­5. 4. 5 に同供試体の養生日数と
含水比の関係を示す．気中養生では材令の経過とともに含水比が低下し，一軸圧縮強度が増加して
いる．自然含水比混合供試体（Na50，Na30）では，材令 1 日で含水比が 40.5%から 30.4%（Na50），
50.6%から 34.5%（Na30）に低下している．材令 3 日で Na50 と Na30 の含水比が逆転して，Na50 の
含水比が高くなるが養生期間を通して Na50 の一軸圧縮強度が高い． 
最適含水比混合供試体（Op50，Op30）の比較では，養生期間を通して Op50 の含水比が高い．含
水比の差異が 1%未満となる材令 21 日以降は Op30 が高い一軸圧縮強度を得ている． 
養生期間の経過とともに各供試体間の含水比の差異は縮小するが，石炭灰造粒物の混合割合が高
い Na50 と Op50 は材令が進むと一軸圧縮強度の差が縮小し，混合割合の低い Na30 と Op30 は一軸
圧縮強度の差が拡大しており，石炭灰造粒物の混合割合が高い方が改質ヘドロの力学特性が安定し
ている． 
図­5. 4. 6 に水浸した後，水中養生または乾湿繰り返し養生した供試体の養生日数と一軸圧縮強度
の関係，図­5. 4. 7 に同供試体の養生日数と含水比の関係を示す．3 日間気中養生した自然含水比混





最適含水比で混合した石炭灰造粒物 50%混合供試体（Op50）は，水浸により含水比は 2.2 倍に上
昇するが，一軸圧縮強度は 80%程度が残留し，自然含水比で混合した石炭灰造粒物 30%混合供試体
（Na30）と比較して，水浸時に高い一軸圧縮強度を得ている． 














（気中養生）                   （気中養生） 









（水浸養生）                   （水浸養生） 




























































































































Na50（気中） Na30（気中） Op50（気中） Op30（気中）
Na30（水中） Na30（乾湿） Op50（乾湿）













流側，図­5.4 .1 ）で実施した．表­5. 4.6 に覆砂試料の施工状態と試験条件を示す．試料混合時の含
水比は，別途測定した最適含水比の 37.3%とし，養生時間は試料混合から現地干潟での水浸までの
時間であり，養生した試験室の温度は 9℃～12℃の間で変動していた．試料番号 Co1，Co3，Co4 お
よび Co5 は試験室で混合・養生後に現地干潟に敷設し，試料番号 Co2 および Co6 は現地で混合敷設
した．試料番号 Co5 および Co6 は敷設初期の流出を防止する目的で，網目 1mm の被覆網により覆
った． 
図­5. 4. 9 に試験覆砂の施工位置概況，図­5. 4.1 0 に試験覆砂の配置模式図，写真­5. 4.3 に水浸前
の石膏半球を示す．石膏半球は石膏本体と石膏を接着するアクリル板で構成し，石膏本体は焼石膏
280g に純水 160ml を加えて，直径 16cm の半球形に固化成型した．石膏半球は干潟上に固定し，河
川流水によって減少する湿重量を比較することで，河川流水の位置的な相違を把握するものである． 
試験覆砂位置は，一潮汐の間，小潮期に約 2 時間，大潮期に約 7 時間の干出が生じる標高（TP.-0.3m）
にある．試験覆砂位置での流速，流水方向，水深は，EM 計および TD 計（アレック電子社製）を用
いて計測した． 
 












Co1 20 15 28.3 試験室 無 12 日 
Co2 20 3 － 現地 無 12 日 
Co3 10 27 32.9 試験室 無 12 日 
Co4 10 15 28.3 試験室 無 12 日 
Co5 10 9 34.8 試験室 有 61 日 
Co6 10 3 － 現地 有 61 日 
注）混合時含水比は何れも最適含水比の 37.3%とした 
 




























図­5. 4. 12 に石膏半球の重量減少量の経時変化を示す．石膏半球の減少量は Pl3，Pl2，Pl1 の順に
大きく，突堤から離れる上流側が河川流および航跡波が卓越していると考えられる．覆砂中に埋設
した Pl4 に重量の変化はなく，覆砂流出の外的要因は河川流および航跡波と考えることができる． 
図­5. 4. 13 に干潟上での暴露試験による覆砂の土粒子重量の変化を示す．被覆網で覆った Co5 お
よび Co6 は暴露後 12 日における土粒子の流出が，非被覆の Co1～Co4 と比較して少ないので，暴露
試験の期間を 61 日間に延長した． 







Co1    Pl1       Co2/Pl4  Pl2  Co3   Co4   Co5  Pl3 Co6
60×60 


















































写真­5. 4. 4 旧太田川空鞘橋下流に施工された遊歩道 11) 
 
(3) 混合覆砂材の長期安定性 
写真­5. 4. 5 は，天満川中広大橋上流右岸河岸干潟において，2008 年 3 月に浸透柱による河岸堆積
有機泥の浄化現地実験を行った際，浸透柱の設置時に掘削された有機泥と石炭灰造粒物を混合した
材料により，0.1m 厚で覆土を行った場所を敷設後 4 年半の 2012 年 9 月 15 日の大潮干潮時に掘削し
ている状況である．覆土上に薄く高含水比の粘性土が堆積しているが，覆土は歩行に十分耐え得る
硬度（測定結果：10MPa 以上）を有していることが確認されている．この時点での周辺エリアにお

























































67%            37%           33%           64%         58%           25%
図­5. 4. 12 石膏半球の重量減少量の
経時変化 11) 






















































































有する動植物の育成場である．広島湾北部海域では，1950 年から 1990 年に至る 40 年間に 62%に相
当する 1.80km2 の干潟が消滅した 41)．また，干潟に多く棲む水産有用種のアサリの広島県の漁獲量











































































高速 3 号線Ⅲ期（渡河部外）地質調査業務報告書（広島高速道路公社）48) より転載 




























2010 年 1 月～4 月に事前調査を実施し干潟環境の現況把握を行った． 
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(1) 干潟の地形と表層の性状（鋼矢板打設前） 
対象干潟は，太田川市内派川の旧太田川河口に位置している（図­5. 5. 1 参照）．左岸の護岸法尻付
近には，合流式下水道雨水放流口から続く澪筋を形成している（図­5.5. 2 参照）．この澪筋は護岸法
尻への鋼矢板の打設（2011 年 3 月打設終了）により，河川中央側に 5m 程度移動した．写真­5. 5. 2
は，鋼矢板打設後に澪筋が移動した状況を示している（撮影位置は図­5. 5. 2 参照）． 
干潟表層の性状は，層厚 0.05m 以下の砂泥の占める割合が多く，左岸護岸際と河川中央付近では













写真­5. 5. 2 試験対象地区の概観（鋼矢板打設後，2011 年 7 月）47) 
 
(2) 河川水位変動に伴う干潟地下水質の変化（図­5.5.4，鋼矢板打設前） 
干潟（砂州）地盤地下（図­5.5 .2 ，No.7 地点，深度 0.5 m）と河床（No.11 地点）に小型メモリー
水温深度計（Compact-TD）および同水温塩分計（Compact-CT：以上，JFE アドバンテック社製）を

































さらに，澪筋内では，硫化物が 0.05～0.06mg/g，n-ヘキサン抽出物質が 200～300mg/kg であり，干
潟中央や河道中央の水際と比較して高い．これは雨水放流口からの排水により澪筋が形成されてい
るためであり，放流された有機泥が左岸側澪筋の地盤性状に強い影響を及ぼしている． 
PON および POP は左岸護岸際で高いが，POC は左岸護岸際に加えて，干潟中央の砂泥質部でも






穴が 16.8 個/0.0625m2 の平均密度で存在しており，泥化の進んだ典型的な太田川市内派川河口の生物
















































































































































図­5. 5. 4 河川水位変動に伴う 
干潟地下水質の変化 47) 
図­5. 5. 5 干潟表面（澪筋）の 
低層流の流向と流速 47) 














































































































































































































図­5. 5. 6 干潟表層泥の底質性状
（2010 年 3～4 月）47) 
図­5. 5. 7 干潟表層での 
底生生物量と種類 47) 
























本実証試験の概要は，図­5. 5. 9 の平面図に示すとおりであり，鋼矢板打設後の 2011 年 8 月に覆砂




























     覆砂･床掘置換範囲 










2011 年 7 月 26 日～8 月 2 日（含，測量作業） 
(3) 施工内容（アサリ育成場の造成手順） 
本試験では，透水性の高い材料として石炭灰造粒物（粒径：3～40mm）を用いた．透水層の設置
は澪筋の窪み 10m 幅を覆砂範囲とし，平均覆砂厚を 0.3m，施工延長を 140m とした．また，覆砂内
の水循環を促進させるために澪筋覆砂隣接部に厚 0.3m の床掘置換（45m2）を 2 箇所施工した． 
覆砂区の施工は，容量 2.0m3 のコンクリートバケットに石炭灰造粒物を入れ，スパット台船搭載
のクローラクレーンで吊上げて，作業員と潜水士の誘導により所定の位置に石炭灰造粒物を投入し
た（写真­5.5.3 参照）．覆砂は，幅 10m×延長 140m の造成範囲を 2.5m 間隔に分割して，設計覆砂
厚 0.3m 相当量（1.9m3）の石炭灰造粒物を小山状に投入した（写真­5.5 .4 ，図­5.5. 10 参照）．石炭
灰造粒物の単位体積重量（16.7kN/m3）は天然砂利に比べて軽く 50)，波浪や流水によって移動し時間
経過とともに平坦になっていくと考えて敷き均しを省いた．実際には，橋脚工事用の作業台船によ















写真­5. 5. 3 コンクリートバケットを 
用いた覆砂材の投入状況 
写真­5. 5. 4 覆砂材（石炭灰造粒物）の 
小山状投入完了時の状況 47) 















石炭灰造粒物の散布後 4 ヶ月（2011 年 12 月）の覆砂区，床掘置換区および両区に挟まれた中間地
点（干潟砂泥中）の河川水位変動に伴う間隟水質の変動を造成育成場上流澪筋内での水位・水温と
ともに 10 分間隔で連続測定した結果を図­5. 5.1 1 に示す（観測位置は図­5. 5. 12の試験区周辺）． 
水位の変動に伴い水温の変動は確認されたが，塩分はほぼ一定であった．水温・塩分の変動幅は，




















図­5. 5. 11 石炭灰造粒物投入後 4 ヶ月の 
間隟水の流動状況 47) 















































凡例  ■_調査地点 
底質性状の着色区分  ■_造粒物  ■_造粒物＋砂泥 
■_造粒物＋泥  ■_砂  ■_砂泥  ■_泥 
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(2) 底質性状の改善効果 
図­5. 5. 12には，石炭灰造粒物投入後 12 ヶ月（2012 年 8 月観測）の実証試験育成場周辺の底質性
状を示した．また，造粒物の散布前（2010 年 3 月）と散布後 12 ヶ月（2012 年 8 月）の底質性状の






















































































































































































図­5. 5. 13 石炭灰造粒物の散布前（澪筋堆積泥質）
と散布後 12 ヶ月の干潟表層の 
底質性状変化 47) 
図­5. 5. 14 石炭灰造粒物散布後 
12 ヶ月の干潟表層での 
底生生物量と種類 47) 
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(4) アサリ生息調査 
石炭灰造粒物散布前の 2010 年 3 月の底生生物調査では，6 地点の全てでアサリの生息を確認でき
ていない．2012 年 8 月の造粒物散布後 12 ヶ月の調査では，0.25m 方形枠（1mm 目篩）での底生生
物調査に加えて，0.50m 方形枠（5mm 目篩）によるアサリ生息調査を実施し，その結果を図­5. 5. 15
に示している．造粒物層および境界部（図­5.5 .1 2，No.C,E,F）において，0.25m 方形枠調査で 5 個
体，0.50m 方形枠調査で 10 個体のアサリの生息を確認した．殻長は，0.25m 方形枠で 5.1～21.8mm，






































































個体数 0.50m quadrat 個体数 0.25m quadrat
殻 長 0.50m quadrat 殻 長 0.25m quadrat
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リンなど）や栄養成分（タンパク質や脂質など）も高い 51)．また，アサリ身肉に含まれる重金属の
含有量は，分析 26 項目（土壌環境基準：環境省告示第 46 号）中 24 項目が定量下限値未満で，カド
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に環境への配慮を盛り込む改正が行われ，2003 年 1 月には，過去に損なわれた生態系その他の自然




の保全のために取り組むべき課題が多く残されている状況の中で，2006 年 3 月に広島湾再生推進会


























に亘る便益は，一括して間接的手法により計測されている 5), 6), 7), 8)． 




水域環境   水質などの水環境   水質（BOD，SS，DO 等）     
      水量     
       
   形状・性状   水流，潮流，波浪     
      底質     
      地形     
       
   生物などの多様性   植物（種・群落）     
      動物（種・生息地）     
      生態系     
       
   水辺空間   景観     
      自然との豊かなふれ合い場     
      オープンスペース     
       
   その他   安全・防災機能向上     
      史跡・文化財     
      微気象     
      その他     
出典）河川に係る環境整備の経済評価の手引き【本編】（図 2.3 河川に係る
環境の要素／国土交通省河川局河川環境課）3) に加除修正して作図 







法（With and Without Comparison Method）により計測される． 
環境整備がもたらす便益は一般の商品や財産と異なり，直接売買することができず市場価格が存
在しないので，便益（価値）の計測には間接的な手法が用いられる．代表的な便益計測手法には，
CVM（Contingent Valuation Method：仮想的市場評価法），TCM（Travel Cost Method：旅行費用法），
代替法がある．この手法の概要を表­6. 3. 1 に示す．また，環境整備の効果と計測手法の適用性の関
係を表­6. 3.2 に示す．水辺環境の経済評価には，水質改善や生態系の保全など非利用の効果を含む
ので，非利用価値と利用価値を一括して評価することが可能な CVM 手法による計測が適している． 
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表­6. 3. 1 環境整備の便益を計測する代表的手法 9) 






















































表­6. 3. 2 環境整備の効果と計測手法の適用性の関係 9) 
効果 CVM TCM 代替法 











































析の評価指標には，一般的に純現在価値（NPV：Net Present Value），費用便益比（CBR：Cost Benefit 
Ratio，「B/C」と表記されることが多い），経済的内部収益率（EIRR：Economic Internal Rate of Return）
が用いられている．表­6. 4. 1 に費用便益分析の主な評価指標と特徴を示す． 
社会資本整備事業の場合には，費用ならびに便益の発現が長期間に亘るので，過去および将来に
亘って発生する費用（建設費＋維持管理費）ならびに便益は，社会的割引率を用いて現在価値に換
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算する必要がある．現行の社会的割引率は，市場利子率を参考に設定されている．具体的には国債





表­6. 4. 1 費用便益分析の主な評価指標と特徴 9) 
評価指標 定義式 特徴 
純現在価値 

















































（EIRR：Economic Internal Rate of 
Return） 




















仮想的市場評価法（CVM）による水域環境整備の便益計測結果の事例を表­6. 5. 1 に示す．平均支
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さらに，便益の母数に大きく影響する要素に受益範囲対象世帯数の設定がある．事例に見る具体
的な受益範囲は，中海宍道湖の水質改善事業で概ね 20km 圏内の 6 市 2 町，千代川水系の水環境整
備事業で事業個所から 3km 圏内，千代川水系の自然再生事業（魚道整備）で事業個所から 6km 圏内
の世帯としている．また，阿蘇海（天橋立）海域環境創造・自然再生等事業では，対象水域に接す






























[ 329 ] 
219,654 867,000 7) 
利根川流域の河川環境保全 
（多自然型川づくり） 
















[ 502 ] 




[ 375 ] 
18,241 82,000 10) 
阿蘇海海域環境創造・自然再生等事業 
（浅海域覆砂） 
5,938 16,659 99,000 11) 
宿毛湾港湾環境整備事業（修景・休息緑地） 8,184 2,911 24,000 12) 
宿毛湾港湾環境整備事業（緩衝緑地） 15,372 2,130 33,000 12) 
福岡市和白干潟の環境保全（アオサの回収） 7,257 世帯数は未公表 107,000 13) 
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埋蔵量が豊富で可採年数は約 120 年と推計されている．日本の 2020 年度以降の一次エネルギー供給
の見通しでは，石炭によるエネルギー供給量を現状程度で維持するとしている．日本の一次エネル







焼方式のサイクロンや集塵装置で回収されるのが PFBC 灰である．日本の 2009 年度の石炭灰発生量
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の粒子は殆どない．石炭灰の粒子密度はフライアッシュが概ね 2.0～2.6g/cm3，PFBC 灰が概ね 2.6～
2.7 g/cm3 であり，粒子内の閉じた空隟の存在により無機質土と比較して軽量である． 
フライアッシュの粒度範囲は概ね 200μm 以下であり，5μm 以下が 15%，5～75μm が 70%を占
める．PFBC 灰の粒度範囲は概ね 250μm 以下でフライアッシュと同等であるが，3～10μm の粒子
が主体で粒度分布が微細側に偏っている． 
フライアッシュの化学組成は，二酸化ケイ素（40～75%）と酸化アルミニウム（15～35%）が全体
の 70～80%を占め，その他 Fe2O3，CaO，MgO，SO3，Na2O，K2O などの酸化物を含有している．PFBC
灰はフライアッシュと比較して二酸化ケイ素の含有割合が低く，酸化カルシウムと三酸化硫黄の含
有割合が高いので，水に対する活性度が強く，水分の存在下での自硬性および膨張性を有している．














O.P.C.：Ordinary Portland Cement（普通ポルトランドセメント） 

































その他に，土木分野全体での利用量は約 1,500 千 ton で，発生量の 15%程度を占め，建築資材分野




















































図­7. 2. 2 石炭灰の有効利用分野と 
構成比（2009 年度） 









































川合流点で 17%，旧太田川・天満川・京橋川の上流域で 42～60%であり，含水比も上流域で高い． 
n-ヘキサン抽出物質は全調査地点で検出されているが，下水処理場放流渠に近接した京橋川の元
安川合流点で高い．底質間隟水の溶存酸素は，2mg/l 以下で嫌気域にあり，アンモニア態窒素が 1～




の上流域で高い．平均的な含泥率は 70%以上であり，天満川上流域では 90%を超える．C/N 比は 14
～18 程度で分解の進んだ有機物が沈降している．また，河口域での C/N 比が高く，沈降と巻き上が
りの繰り返しにより分解の進んだ有機物が捕捉されている．n-ヘキサン抽出物質は観測した上流域




が 2.0mg/l を下回る貧酸素状態が継続する．また，海田湾の海底表層数 cm には，強熱減量が 12～18%










って還元状態が一層進行している．COD は 25～57mg/g，T-S は 0.44～1.59mg/g で秋季の方が高く，
含泥率は湾口側が 60%程度で，湾奥側では 95%を超えている． 
(2) 底生生物相 
夏季の底生生物は，出現種類数 10～30 種，確認個体数 30～300 個体/0.0625m2，湿重量 0.3～
14g/0.0625m2，秋季調査では 0～11 種，0～70 個体/同，0～1.2g/同であった．採取された個体数は，
夏季および秋季ともに環形動物の出現割合が高く，多様度指数は，夏季で 2.5～3.5，秋季で 0～1.2
の範囲にある．底質の COD および T-S が高い地点では，底生生物の種数および個体数が少なく，生
物貧困域または無生物域になっている．夏季と比較して秋季は平均的に底質の T-S 値が高く，底生
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（過去の清算）    
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低層水の H2S を 
含む貧酸素水化 
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(2) ＯＤＵの溶出抑制 
嫌気的環境下での有機物の分解は，3 段階の嫌気性代謝によって進行する．第 2 段階の酸生成過程
では有機酸の生成に伴って，H+を生成して pH が低下する．また，酸生成菌の至適 pH は 5.0～6.0 で
あり酸性域で活性化する．有機物の嫌気分解で生成される還元物質（ODU）の底泥からの溶出は，
















































空隟と栄養塩 バクテリア被覆 珪藻被覆 
珪藻による全面の被覆（中海の例）
























第 63 回中国支部研究発表会発表概要集，5/2011.）掲載図を転載 
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手法分類   構造的手法  目的  期待効果 







    
       





有機物の分解と栄養塩の削減      
        







    
       





有機泥の圧密，残土処分量の削減     
















































































































































まで低下した時には，2mg/l 以下の嫌気的過程になっており，一潮汐の間に DO の供給と消費が繰り
返されている．好気的過程では有機態窒素が酸化的に分解・無機化されて NH4+が放出され，準好気
過程では NH4+が NO2-および NO3-に硝化され，嫌気的過程では N2 を排出し脱窒が起こっていると考
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(2) 間隟水質・底質の経年的な改善効果 



















































































































































































































図­7. 5. 2 硝化および硝酸還元反応 
図­7. 5. 1 浸透柱からの間隟水の流出
入量（計算値） 
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(4) 浸透柱による底生生物の生息状態の変化 




図­7. 5. 5 に底生生物量と種類，図­7. 5. 6 に底生生物の多様度指数の経年変化を示す．旧太田川空
鞘橋下流左岸では，周辺エリアでの生物生息状況が観測年ごとに変動する環境下において，浸透柱
エリアの確認個体数（軟体動物＋節足動物）は，施工後 34 ヶ月以降増加の傾向を示し，出現種類数
も同時期以降安定している．底生生物の多様度指数も同様に施工後 34 ヶ月以降安定している． 
また，天満川中広大橋上流右岸では，浸透柱エリアの確認個体数および出現種類数は共に，施工




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































紐形動物門 環形動物門 軟体動物門 節足動物門
       （旧太田川空鞘橋下流左岸）                         （天満川中広大橋上流右岸） 
図­7. 5. 5 底生生物量と種類の経年変化 




























図­7. 5.7 に間隟水質の経年変化を示す．試験区（透水層内）の DO は対照区よりも高い値で推移
し，栄養塩（溶存無機態窒素，溶存無機態リン）も季節変動の中で比較的低く維持されており，潮
汐に伴い透水層内に DO が供給されている．また，一潮汐の間に DO の供給と消費が繰り返されて
おり，硝化と脱窒による窒素量の削減が想定される． 



























































































































































































































（旧太田川空鞘橋下流左岸）                         （天満川中広大橋上流右岸） 
図­7. 5. 6 底生生物の多様度指数（Shannon-Wiener）の経年変化 



























ある．図­7. 5. 9 にはアサリ飼育試験槽内のアサリの生残率の経年変化を示す．対照区のアサリは 18
ヶ月後に全て消滅したが，試験区のアサリは設置後 30 ヶ月の生残率が 1 割程度であった．また，試
験区のアサリは，平均で殻長が 10.1mm，殻幅が 6.3mm，湿重量が 10.0g の成長を確認した．さらに，
































































































































図­7. 5. 8 沈降有機泥（セジメント）と 
底質の有機物性状の比較 
























































































① 浸透溝および周辺底泥内では，干潟の干出時および満潮前に DO の供給が見られ，潮汐に伴う
水循環が確認され，浸透溝施工後 24 ヶ月においても，継続的に潮汐に伴う水循環が形成され
ており，目詰まりなどの影響は確認されなかった． 
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(4) 石炭灰造粒物の被覆材としての効果と持続性 




の経過とともに増加し施工後 6 ヶ月には 40%程度に堆積が進み被覆層としての機能が低下する．一
方，設計覆砂厚が 10cm と 20cm の区画では被覆層間隟が初期の状態を保ち被覆層としての機能が発
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写真­7. 5. 2 に示すように保護岩や突堤状のブロックで覆砂を取り囲むことで，航跡波を直接受けず
























（混合覆砂施工後 4 年半の状況）           （周辺エリアでの河岸干潟表層の状況） 





























実証試験では澪筋の窪み 10m 幅を造成範囲とし，平均敷設厚を 0.3m，施工延長を 140m とした．
また，造粒物の覆砂状敷設隣接部に厚 0.3m の床掘置換（45m2）を 2 箇所施工した． 
石炭灰造粒物の散布後 4 ヶ月の覆砂区，床掘置換区および両区に挟まれた干潟砂泥中では，河川








造粒物散布後 12 ヶ月のアサリ生息調査結果を図­7. 5. 11 に示す．造粒物層および境界部において，
15 個体のアサリの生息を確認した．殻長は 5.1～23.8mm であり，造粒物の散布後に産卵・定着した
アサリと推定される．石炭灰造粒物による覆砂によりアサリの生息が可能な環境を創出できる可能
性が確認された． 
























約 2.3ha の石炭灰造粒物による覆砂水域で自然着生し 3 年間育成したアサリは，近接した一般土壌
で育成したアサリと比較して，育成状態が良好で個体湿重量が大きく，旨味成分や栄養成分も高い．
また，アサリ身肉に含まれる重金属の含有量は，分析 26 項目（土壌環境基準：環境省告示第 46 号）


























図­7. 5. 10 石炭灰造粒物の覆砂によ
る底質改善メカニズム 








































個体数 0.50m quadrat 個体数 0.25m quadrat
殻 長 0.50m quadrat 殻 長 0.25m quadrat
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市場価格が存在しないので，便益（価値）の計測には，非利用価値と利用価値を一括して評価する


































は，昭和 46 年版公害白書（1971 年 5 月）の水質汚濁の章（第 2 章 第 3 節）にヘドロ問題としての
記載により注目されるが当時は含有有機物の取り扱いが主であった．底質環境への対応は，1975 年
10 月に発出された〝底質の暫定除去基準（環水管 119 号）〟による有害物質の除去に始まる．その後















日本最後の大規模炭鉱であった太平洋炭礦（釧路市）が 2002 年 1 月に閉山したこともあり，石炭
は過去のエネルギー源と認識されていることが多いが，石炭の可採埋蔵量は約 120 年で，現在の日
本の一次エネルギーの約 20%を賄い，今後とも日本のベース電源の一翼を担う基幹エネルギー源で




































































































覆（被覆層厚約 5cm）でその効果が期待できるが，覆砂厚 5cm では被覆層間隟への浮泥の堆積によ
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7.8 今後の課題 












いて圧密度の促進を制御する．浸透柱の現地実証試験では浸透柱径 0.4m，打設間隔 1.5m を基本と
しており，浸透柱の疎密による改良効果への影響を定量化できていない．国土交通省中国地方整備
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入学の縁は，2006 年 10 月 1 日の京都で行われた同僚の結婚披露宴の場に戻ります．お祝いの宴席
を同じくした日比野准教授よりお誘いがあり，周りの環境が入学に向かって少しずつ動き始めます．
出願資格事前審査などを経て，海岸工学研究室のゼミへの出席が始まった 2007 年 10 月には，異動
により山口支社勤務になっていました．さらに 2009 年 4 月からは東京支社勤務となり，暫く休学す
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